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概要

地球温暖化は人類が抱える問題となっている。温暖化の原因物質とされている CO2 の排出量は

GDPあたりに換算にすると、アメリカ・カナダなどの先進国よりも東アジア地域の方が大きい (IPCC,
2007)。また、東アジア地域では大気汚染による被害も発生しており、例えば中国では 2003年に GDP
の 3.8 %の損失があったと推定されている (World Bank, 2007)。これらのことから、大気汚染と温室
効果ガスの両方に効果的な政策が必要である。温室効果ガスの抑制は、副次的効果として大気汚染の

軽減による人の健康への便益が指摘されている (IPCC, 2007, pp. 669 –676)。この研究では、こうした
温室効果ガスの抑制に伴う副次的効果の評価に必要な大気質モデルの精度向上について検討した。

東アジア地域をカバーする領域で 2012年 1月から 2013年 3月の期間で大気質シミュレーション
を行いモデル精度を検証した。気象モデルにWRF ver. 3.4.1を使用し、入力には USGSの 24分類の
土地利用データと NCEP FNL (NOAA, 2000)の気象場を使用した。排出データの処理にはWoo et al.
(2012)が開発した SMOKE-Asia (SMOKE ver. 2.1とMIMS ver. 3.6)を使用し、人為起源排出インベ
ントリに INTEX-B (Zhang et al., 2009)と TRACE-P (Streets et al., 2003)を使用した。植生起源排出
モデルにMEGAN ver. 2.0.4 (Guenther et al., 2006)を使用した。大気質モデルに CMAQ ver. 5.0.1を
使用した。大気質モデルの精度の検討のため、植生排出の有無、SAPRC-99と CB05の化学反応、全
球化学モデルMOZARTの計算結果の境界条件への適用の有無を選択し 6ケースの計算を行った。

WRF により計算した気象場は気象庁 (2013) の常時観測と日平均値を比較することで気象場の計
算精度を検証した。検証の結果、気温についてはモデル計算は観測の時間変動を良好に再現した。

MEGAN による植生排出は、マレーシアやインドネシアといった東南アジアで排出量が多いという
空間分布を示し、7 月に高く 1 月に低いという季節変動を示した。CMAQ による大気質シミュレー
ションでは、境界条件に MOZART を使用すると、CO 濃度は MOZART を使わない場合の濃度の
約 10 %上昇し、PM2.5 と O3 の濃度は MOZART を使わない場合の濃度の約 10 %減少した。SO2

と NO2 については境界条件の選択による違いはなかった。化学反応では、CO、NO2、PM2.5、SO2

では SAPRC-99 と CB05 の化学反応による違いがなかった。しかし、O3 については違いが見られ、

SAPRC-99の計算は CB05の約 4 %低い濃度となった。PM2.5 と O3 の推計濃度を観測と比較すると、

PM2.5 は植生排出の考慮により観測における夏の PM2.5 の高濃度ピークに追随した。しかし、O3 は

植生排出を考慮することで観測に比べ濃度を過大評価した。

使用したモデル群の応用として産業と家庭部門の排出源変動に対する感度解析と健康影響評価を

行った。感度解析では、SO2 は産業からの排出の感度が広範囲で年間を通して約 0.5 以上と高かっ
た。一方、O3 は産業と家庭からの排出の感度が領域全体で年間を通して約 0.2 以下と低かった。健
康影響評価では、山本 (2014)の手法を使用し 2012年の PM2.5 による死亡者数を推定した。推定の結

果、2012年の合計で PM2.5 により 769 000人の死亡者を推定し、この内半分以上の 473 000人が中
国における死亡者となった。

今後の課題として、CMAQ の計算では植生排出を考慮した計算ケースでは O3 を過大評価したた

め、MEGANの植生排出の推計について他の推計との比較や入力データの更新による精度の検証・向
上が必要である。主に INTEX-Bを入力排出インベントリとして使ったが、推計されたインベントリ
によって国・物質毎の排出量が異なることと、CMAQによって計算した PM2.5 と O3 の濃度の観測値

の再現性が不十分であったことから、排出量インベントリの検討が必要である。
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第 1章 緒言

1.1 背景
地球温暖化は人類が抱える問題となっている。気候変動に関する政府間パネル (Intergovernmental

Panel on Climate Change, 2007a)によると、最近 50年間 (1956～2005年)の気温上昇の傾向は、10年
間に 0.13°Cであり、これは過去 100年間 (1906～2005年)の傾向のほぼ 2倍に相当している。そし
て、この気温上昇の影響は人類の活動により発生する温室効果ガス (GHG: Green House Gas)による
ものだということがほぼ断定されている。また、Intergovernmental Panel on Climate Change (2007b)
によると「世界平均気温の上昇が約 2～3°C以上である場合には、すべての地域において正味の便益か
減少か正味のコストの増加のいずれかの被害を被る可能性が非常に高い」とされている。また、2010
年に開催された気候変動に関する国際連合枠組条約 (UNFCCC)第 16回締約国会議（COP16）で採択
されたカンクン合意においても、2°C目標が盛り込まれた (UNFCCC, 2011)。2°C目標とは、人類の
経済活動から排出される温室効果ガスによって引き起こされる地球全体の平均気温の上昇を、産業革

命前（つまり人為的な温暖化が起きる前）と比べて 2°C未満に抑えるという目標のことである。
IPCC (2007) では 2004 年の各国の温室効果ガス排出量について示されている。図 1.1.1(a) に示さ
れるように、地域別排出量はアメリカ・カナダがトップであるが、図 1.1.1(b)に示されるように GDP
換算にすると東アジア地域の方が大きくなっている。そのため、今後経済発展により温室効果ガスの

排出増加が見込まれる東アジア地域における排出抑制が重要である。

(a)地域別一人当たり GHG排出量 (b)地域別 GDP・一人当たり GHG排出量

図 1.1.1 IPCC The Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC) (2007)による 2004年の各国の
GHG排出量に関する報告

一方で、東アジア地域では大気汚染による被害も発生している。World Bank (2007)によると、上
海と重慶の家庭での汚染からの健康リスクを減らす意識調査の実施により、2003年の中国の大気と
水質汚染の健康費用は GDPの約 4.3 %であると推定された。GDPの約 1.5 %と推定される健康以外
の汚染の影響を加えると、中国での大気と水質汚染の総費用は GDPの約 5.8 %であった。また、こ
のうち大気汚染のみによる被害は GDPの 3.8 %であった。World Bank (2012)によると、インドでは
2009年において環境汚染のために年間 800 億 USD の損失があり、これは 2009年のインドの GDP
の 5.7 %に匹敵するという報告がされている。このうち、大気汚染のみによる被害は GDPの 3.0 %で
あった。

こうしたことから、東アジア地域において温室効果ガス削減と大気汚染被害の軽減の両方を行う必

要がある。温室効果ガスの抑制は、副次的効果として大気汚染の軽減による人の健康への便益が指摘

されている (IPCC, 2007, pp. 669 –676)。World Bank (2012)によれば、インドの CO2 排出量を 10–30
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%削減しても GDP成長率に与える影響はわずか約 0.02–0.04％の低下にとどまり、持続的に CO2 の

排出量を削減し、人々が健康を取り戻すことで労働力が増加し、マイナス分を相殺できるとしている。

このように、温室効果ガス削減による副次的効果として得られる大気質の改善により、温室効果ガ

ス削減にかかる費用を軽減することができる。このような温室効果ガス削減と大気汚染の軽減の両方

に有効な政策を支援できればこれらの問題の解決を推進できる。また、どの部門・物質・地域からの

大気汚染物質の排出が大気汚染に重要であるかがわかればより効果的な対策を行える。こうした大気

汚染の重要要素を見つけるために、大気汚染物質排出量インベントリ推計と大気質シミュレーション

が使われている。これらの手法を使い、モデルシミュレーションが実際の政策に使えるレベルの精度

かどうかを検証し、どの部門・物質・地域からの排出が重要であるかを特定することが、温室効果ガ

ス削減と大気汚染の軽減の両方に有効な政策の支援につながる。

1.2 目的
以上の背景から、本研究は温室効果ガス削減に伴う大気汚染緩和による副次的効果を評価に使うた

めの大気質モデルの精度向上の検討を行う。大気質モデルの精度向上にあたって、大気質モデルで使

用する入力としての気象場と大気汚染物質の排出量について検証する。さらに、大気質モデルの計算

条件として境界条件と化学反応について検証を行う。
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第 2章 既往研究の状況
大気汚染濃度を推定するには、排出データが重要であり、大気汚染による人への健康影響を評価す

る上ではより詳細な空間での濃度分布が必要である。この章では、大気汚染濃度分布の推計や大気汚

染排出量に関する研究について紹介する。

2.1 柳 (2010)の研究
汚染物質曝露による人体への健康影響を推定するうえで、個人への曝露濃度を直接測定したデータ

が有用であるが、多くのデータを集めるのは困難である。そこで、柳 (2010) は時間平均アプローチ
による曝露モデルを作成し、アジア 24カ国を対象として 2001年における PM2.5、SO2、NOx、CO
の一日平均曝露濃度を推計した。この研究は大きく大気化学輸送シミュレーション (排出量メッシュ
データ作成、気象モデル、大気化学輸送モデル)と曝露評価に分けられる。
排出量メッシュデータには人為起源排出量は主に Zhang et al. (2009)のデータを使用し、植生起源
排出には Guenther et al. (1995)の月別排出量を使った。気象モデルにはWRF (Weather Research and
Forecasting Model) を使用し、入力用気象データには気象庁と電力中央研究所によって実施された
Japanese Re-Analysis 25 years (JRA-25)プロジェクトの再解析データセット (ONOGI et al., 2007)使
用した。大気化学輸送モデルには EPA が開発した CMAQ (Community Multiscale Air Quality) を使
用し、80 kmの格子幅で計算を行った。
曝露モデルは、各国の生活時間利用調査から作成した滞在時間、屋外の大気汚染物質濃度、燃料消

費量、排出係数、部屋の体積、換気回数 (Air Exchange rate)、除去率 (Decay rate)、侵入率 (Penetration
rate)などを用いて、各国各コホートの大気汚染物質曝露濃度を計算した。
大気化学輸送シミュレーションの結果は EANET (Acid Deposition Monitoring Network in East

Asia)(Network Center for EANET, 2002)の観測された PM2.5、SO2、NOx 値と比較した。PM2.5 の計

算値はやや過小評価であるが、EANET観測値の季節変化をよく再現した。SO2、NOx はともに過小

評価の傾向であった。国・コホート別一日平均曝露濃度を計算し、国・コホート・季節などによる曝

露濃度の違いを考察した結果、調理・給湯・暖房による曝露が曝露全体の大部分を占める、夏よりも

冬のほうが曝露濃度が高い、といったことがわかった。

CMAQでの計算の格子幅が 80 kmと粗く都市部や沿道での影響を考慮できておらず、屋外での曝
露濃度を過小評価しているという課題がある。

2.2 Woo et al., (2012)の研究
Woo et al. (2012) は、既存のアジア排出インベントリをレビュー及び解析し、その結果として

INTEX-B(Zhang et al., 2009) と TRACE-P 2000 (Streets et al., 2003) インベントリを組み合わせて新
しい排出インベントリを開発した。アジア地域の排出インベントリの空間特性を GIS (Geographical
Information System)データから MIMS (Multimedia Integrated Modeling System) Spatial Allocatorを
用いて作成し、時間特性は Streets et al. (2003)、Wang et al. (2005)、EDGAR 時間分配係数 (Veldt,
1991)などを使って作成した。これらの排出インベントリ及び、空間・時間・化学種特性と U.S. EPA
によって開発され、北カロライナ大学の CEP (Carolina Environmental Program) により維持される
SMOKE (Sparse Matrix Operator Kernel Emissions) システムを使い、図 2.2.1 に示される大気質モ
デルを補助しアジア地域全体を解析するアジア人為排出処理システム (SMOKE-Asia) を開発した。
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SMOKE には排出データを作成するために地方行政コードや排出源分類コードを整備する必要があ
る。SMOKE-Asiaではそれらの整備も行った。

図 2.2.1アジアの排出モデル処理システムのスキーム (Woo et al., 2012)
60 kmのモデル格子において、東アジアメガシティでの NO2 を対象にした SMOKE、CMAQ、衛
星の観測値 の 3 つの比較により SMOKE-Asia の有効性を確認した。対象期間及び地点は次に示さ
れる。

対象期間: 2009年の 1月、4月、7月、10月
対象都市: Zhengzhou、Tianjin、Beijing、Seoul、Tokyo、Qingdao、Hong- Kong、Pyongyang
比較の結果、一般のメガシティでは、OMI (Ozone Monitoring Instrument)の NO2 と SMOKEの NO2

の両方は週末に低い値の週間変動を示すが、産業地域では OMI データでは平日から週末の変動を
はっきりとは示さなかった。

図 2.2.2 2009年 1月の OMIに抽出されたカラム NO2 と SMOKEの排出 NO2 週間変動 (左:ソウル、
右:漳州)(Woo et al., 2012)

図 2.2.3は 2009年 1月における OMI、SMOKE、CMAQによる NO2 の月平均の空間分布である。

この図において、OMIの NO2、SMOKEの NO2、CMAQ濃度の空間分配の比較は全体的に似た地理
変動を示した。時間分布はこの実行で考慮していない気象や化学輸送が原因と思われるいくつかの不

一致を示した。
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(a) OMI NO2 合計 VCD (Vertical Col-
umn Density)カラム

(b) SMOKE NO2 排出 (c) CMAQ NO2 濃度

図 2.2.3 2009年 1月の月平均の空間分布 (Woo et al., 2012)

2.3 Grabow et al.(2012)の研究
車の利用はオゾンや PM2.5 のような健康のリスクに影響をあたえる大気汚染物質を生じさせ、さ

らに車に依存した移動は運動の機会も減らしている。Grabow et al. (2012) はこうした背景の中、中
西部アメリカの上部の 11の都市地域 (Chicago, Illinois; Cincinnati, Cleveland, Columbus, and Dayton,
Ohio; Detroit and Grand Rapids, Michigan; Indianapolis, Indiana; Madison and Milwaukee, Wisconsin;
and Minneapolis/ St. Paul, Minnesota)を対象に、車での 8 km以内の往復移動 (以後短移動と呼ぶ)を
削減した場合の O3 と PM2.5 による大気汚染濃度を推定し、健康への影響を評価した。

まず、車の使用が減少した場合の車の大気汚染物質の排出データを推定し、国勢統計区レベルの排

出データを SMOKE version 2.4を用いて 12×12 km2 のモデル格子へ割り当てた。2002年のWRFか
らの気象データを使い、CMAQ version 4.6により 12 ×12 km2 格子によるシミュレーションで PM2.5

と O3 濃度の変化を推定した。U.S. EPA の BenMAP (Benefits Mapping Analysis Program) を使って
大気汚染の変化から予想される年間の健康への影響とその金銭費用の変化を推定した。さらに、短距

離移動の 50%が自転車でなされた時の身体活動の便益をWHO (World Health Organization)の HEAT
(Health Economic Assessment Tool)を用いて計算した。

BenMAP は人の健康影響と大気質変化の経済的価値を推定するツールである (U.S. Environmental
Protection Agency, 2010)。BenMAPは、早死の減少、心臓病、慢性呼吸器疾患、その他の有害健康影
響による人の健康の改善からの便益を推定する。HEATはWHOに開発されたサイクリングの健康経
済のアセスメントツールであり、MS Excel表計算ファイルとしてダウンロードできる (Rutter et al.,
2007)。
短距離移動を除去することで、都心での年間平均 PM2.5 は 0.1 µg/m3 減少し、PM2.5 の 25 %と O3

のほとんどが都心域の外側の人口にもたらす健康への利益は 49.4 億 USD/年 (95% CI (Confidence
Interval): 2 億 USD、 135 億 USD) であることを推定した。研究はおよそ 3 230 万人と 37 000 平方
マイルの地域をカバーし、大気質の改善と運動の増加のために死亡者数はおよそ 1 295 人/年 (95%
CI:912、1 636)減少した。50 %の自転車の短距離移動を作ることは死者を避け治療費を減らすことか
らおよそ 38億 USD/年 (95 % CI: 27～50億 USD)を節約し、大気質の改善と身体的な運動による利
益は 80億 USD/年を越えることを推定した。

2.4 既存の排出量インベントリ
この節では既存の排出量インベントリとして以下のインベントリについて説明する。

1. REAS 2. EDGAR
3. INTEX-B 4. AIM/Ensuseモデルによる推計
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2.4.1 REAS
アジアの大気環境の長期傾向の解析のため、Ohara et al. (2007) は一貫した手法に基づいたアジ
アの過去と将来の排出の最初のインベントリとして Regional Emission inventory in ASia version 1.1
(REAS 1.1) を開発した。しかし、REAS 1.1 の作成で使用した中国の排出係数、活動データとパラ
メータが古くなってきた。また、計算機性能の向上と大気質モデルの研究により、より多くの対象範

囲・化学種で、より細かい空間解像度・時間解像度が使われ始めた。こうした背景があり、Kurokawa
et al. (2013)が REASのインベントリを version 2.1に更新した。

REAS 2.1のインベントリの一般的な情報を表 2.4.1に示した。また、対象領域を図 2.4.1に示した。
表 2.4.1 REAS 2.1の一般的な情報 (Kurokawa et al., 2013)

Item Description for targets
Species SO2, NOx , CO, NMVOC, PM10, PM2.5, BC, OC, NH3, CH4, N2O, and CO2

Years 2000–2008
Areas East, Southeast, South, and Central Asia. Asian part of Russia (Far East, Eastern

and Western Siberia, and Ural)
Emission sources fuel combustion in power plants, industry, transport, and domestic sectors;industrial

processes; agricultural activities (fertilizer application and livestock); and others
(fugitive emissions, solvent use, human, etc.)

Spatial resolution 0.25 degree by 0.25 degree
Temporal resolution monthly
Data distribution http://www.nies.go.jp/REAS/

図 2.4.1全対象国名を示している REAS 2.1のインベントリの領域。ウラル地方の西部の境界は 60°E
(Kurokawa et al., 2013)。
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REAS 2.1ではアジア地域全体とロシアの大部分をカバーできている。
2.4.2 EDGAR

EDGAR (the Emission Database for Global Atmospheric Research) v4.2EC-JRC/PBL (2011) は、全
世界を対象とした多様な人為起源排出インベントリを目標として開発された。排出係数アプローチに

基づいた技術を使って排出の計算をしている。EDGARv4.2のインベントリの一般的な情報を表 2.4.2
に示した。

表 2.4.2 EDGARv4.2の一般的な情報

Item Description
Spatial resolution 0.1°×0.1°
Temporal resolution annual
Years 1970–2008
Species Direct greenhouse gases: Carbon Dioxide (CO2), Methane (CH4), Nitrous

Oxide (N2O), Hydrofluorocarbons (HFC-23, 32, 125, 134a, 143a, 152a,
227ea, 236fa, 245fa, 365mfc, 43-10-mee), Perfluorocarbons (PFCs: CF4,
C2F6, C3F8, c-C4F8, C4F10, C5F12, C6F14, C7F16), Sulfur Hexafluoride (SF6),
Nitrogen Trifluoride (NF3) and Sulfuryl Fluoride (SO2F2 ).
Ozone precursor gases: Carbon Monoxide (CO), Nitrogen Oxides (NOx),
Non-Methane Volatile Organic Compounds (NMVOC) and Methane (CH4 ).
Acidifying gases: Ammonia (NH3), Nitrogen oxides (NOx) and Sulfur
Dioxide (SO2 ).
Primary particulates: Fine Particulate Matter (PM10 ) - Carbonaceous
speciation (BC , OC) is under progress.
Stratospheric Ozone Depleting Substances: Chlorofluorocarbons (CFC-11,
12, 113, 114, 115), Halons (1211, 1301, 2402), Hydrochlorofluorocarbons
(HCFC-22, 124, 141b, 142b), Carbon Tetrachloride (CCl4), Methyl Bromide
(CH3Br) and Methyl Chloroform (CH3CCl2)

Sources categories IPCC 2006 Guidelines (IPCC, 2006), EMEP/CORINAIR Guidebook (EEA,
2009), etc.

Areas the whole world

EDGARv4.2は、以下の 2点から網羅性に優れたインベントリとなっている。
• 全世界を対象に推計していること
• 温室効果ガスを推計していること

2.4.3 INTEX-B
Zhang et al. (2009) は the National Aeronautics and Space Administration (NASA) による INTEX-B

(the Intercontinental Chemical Transport Experiment-Phase B)をサポートするために 2006年のアジア
の排出インベントリを作成した。INTEX-Bは 2001年からのアジアの急速な経済成長を反映するため
に TRACE-P (Transport and Chemical Evolution over the Pacific) (Jacob et al., 2003)をサポートするた
めに Streets et al. (2003)に作られた排出インベントリを更新して INTEX-Bのインベントリは作られ
た。INTEX-Bのインベントリは Streets et al. (2003)と同じ手法を使っている。人為起源 PM排出モ
デル Zhang et al. (2006)を使い、TRACE-Pでは説明されなかった PM10 と PM2.5 を新しく計算した。

INTEX-Bの排出インベントリの概要を表 2.4.3に示した。

表 2.4.3 INTEX-Bアジア排出インベントリデータの概要 Zhang et al. (2009)
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Item Description
Domain 22 countries and regions in Asia
Species SO2, NOx, CO, NMVOC, PM10, PM2.5, BC, OC VOC
speciation by mechanism: CB04, CB05, RADM2, SAPRC99, SAPRC07
Sectors power plants, industry, residential, transportation
Representing Year 2006
Spatial resolution 30 min×30 min
Seasonality monthly
Data availability available online at http://mic.greenresource.cn/intex-b2006

http://www.cgrer.uiowa.edu/EMISSIONDATAnew/index16.html

2.4.4 AIM/Enduseモデルによる推計
森本 (2013)はアジア地域における大気汚染物質と温室効果ガスの排出量およびその削減可能量を
定量的に評価・分析することを目的とし、エネルギーエンドユースモデルである AIM/Enduseモデル
を用いてアジア各国の大気汚染物質および温室効果ガス排出量の将来推計を行った。同時に、大気汚

染物質の排出源を特定するために、ダウンスケーリングの手法を用いて排出量の空間分布を推計した。

森本 (2013)が行った排出量推計の概要を表 2.4.4に示した。また、森本 (2013)が行った排出量推
計の詳細な対象国・地域を表 2.4.5に示した。

表 2.4.4森本 (2013)が行った AIM/Enduseモデルによる排出量推計の概要
項目 説明

地域 アジア 12か国・地域
物質 CO2、SO2、NOx、総浮遊粒子状物質 (Total Suspended Particles: TSP)、PM10、

PM2.5、NMVOC、CO
部門 鉄鋼、セメント、その他産業、家庭、業務、交通、その他、発電、熱供給、水素

供給、石炭供給、石油供給、ガス供給、バイオマス供給、その他供給

期間 2005年を基準として 2050年まで
空間解像度 0.5′×0.5′

表 2.4.5森本 (2013)が行った排出量推計の対象国・地域

名前 詳細

日本

中国 中国、マカオ、香港

インド

インドネシア

韓国

マレーシア

タイ

ベトナム

その他東南アジア ラオス、ミャンマー、ブルネイ、カンボジア、東ティモール、フィリピ
ン、シンガポール
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その他南アジア バングラデシュ、ブータン、ネパール、パキスタン、モルディブ、スリ
ランカ

その他東アジア 台湾、北朝鮮、モンゴル

その他オセアニア フィジー、パプアニューギニア、キリバス、ナウル、サモア、ソロモン
諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ、マーシャル諸島、ミクロネシア、パ
ラオ、クック諸島、フランス領ポリネシア、ニューカレドニア、ニウ
エ、北マリアナ諸島、ピトケアン、トケラウ、ウォリス・フトゥナ諸島

この方法では、以下の 2点が他の排出量推計よりも優れている。
• 統一的な手法によって排出量を推計したこと
• 2050年までの長期にわたって排出量を推計したこと

2.5 植生起源排出の推定
自然起源の排出 (Biogenic emission) とは、主に植生と土壌からの排出のことであり、火山排出や
雷、海塩などの排出も含まれる。自然起源の排出の内、VOC (Volatile Organic Compounds)の大部分
は植物の葉を主とした植生起源排出である。大気中で VOCの酸化物はエアロゾル粒子、酸性雨、オ
ゾンの発生に寄与する。そのため植生起源 VOC排出の正確な予測は、オゾンとエアロゾルの制御や
規制の計画を立てる上で重要である。しかし、植生起源 VOCは化合物が膨大であり特徴の把握が難
しい。例えば、イソプレンは全体の自然起源 VOC 排出の約半分を占め、最も重要な植生起源 VOC
であり、オゾンの形成の重要な成分である。多くのモノテルペンは大気中でわずかしか観測されない

が、全体の排出には十分寄与している。VOCの 1種であるセスキテルペンは大気中では数分間だけ
の寿命をもち、とても低い濃度であるが、反応生成物は二次有機エアロゾル (SOA: Secondary Organic
Aerosol)の重要な発生源である。
植生起源排出モデルについては Sakulyanontvittaya and Yarwood (2012)が説明している。植生起源
排出の推定モデルはMEGAN (Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature)や BEIS (CMA,
2005)、GloBEIS(Guenther et al., 2002)が存在する。これらやその他の生物起源排出推定モデルは基
本的に次の要素の関数として排出を推定する。

• 排出係数
• 葉の分布

– 葉面積指数 (LAI: Leaf Area Index)
– 植物機能タイプ (PFT: Plant Functional Type)

• 気温や太陽放射といった気象項目を含む排出活動係数
しかし、PFT (Plant Functional Type)とよばれる植生機能タイプの空間分布についてはモデルによっ
て異なっている。BEISや GloBEISは開発元がアメリカということもあり、PFTの空間分布は標準で
はアメリカしか用意されていない。そのため、アジア地域で適用するには PFT の分布のモデル入力
データを独自に作成する必要があり、この作業が困難である。また、このためか BEISや GloBEISを
使ったアジア地域での適用例は少なく、適用例があったとしても独自に用意したか公開されていない

植生分類を使用していた。

一方で、MEGANは全球にも対応した植生起源排出モデルであり、モデルに必要な PFTの配分も
提供されている。茶谷 (2011)などがアジア地域を対象として実際にMEGANを適用している。さら
に、Sakulyanontvittaya and Yarwood (2012)はMEGANモデルが他の生物起源排出モデルより優れて
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いる点として以下の 2点を挙げている。
1. 新しい土地被覆と排出係数を用意に組み込めること
2. 植生起源 VOC排出の最近の知見を取り込んでいる唯一のモデルであること

2.6 本研究の位置づけ
柳 (2010) の研究では CMAQ の計算の格子幅が 80 km と粗く、屋外での人の大気汚染物質の曝露
濃度が過小評価されるという課題を抱えている。また、CMAQ の出力の妥当性は評価しているが、
CMAQへの排出の入力についてはその妥当性が評価されていない。また、植生起源排出のデータは
Guenther et al. (1995)を使っているがこれは 1995年の研究であり、最新の知見が反映されていない。

Woo et al. (2012)の研究では SMOKE-Asiaの中でMIMSを用いることで排出データをより高い精
度でダウンスケーリングし、CMAQでの計算においても 60 kmの格子幅で計算できており、柳 (2010)
の研究よりも細かい解像度で解析している。SMOKEの排出データの妥当性について、時間分布につ
いては不一致であったが空間分布についてその妥当性を評価しているため、手法の信頼性は柳 (2010)
に比べ高いと判断できる。しかし、植生起源排出については考慮していない。

Grabow et al. (2012)の研究でもWoo et al. (2012)の研究と同様に SMOKEを用いており、12 km×12
kmの今回調査した文献の中で最も細かい解像度での計算している。この研究では対象地域や考慮す
る将来シナリオ、対称汚染物質が限定されるが、健康便益の評価において信頼区間を示している点な

ど推定結果の信頼性が確保されているため、健康便益の評価手法として参考になる。

Grabow et al. (2012) の研究で健康への影響が大きいとして健康便益の評価対象にされた O3 と

PM2.5 を計算するにあたって、それらの生成要因としては Sakulyanontvittaya and Yarwood (2012)が
説明しているように植生起源排出を推定することが重要である。そのため植生起源排出モデルの利用

が必要である。

既存の排出量インベントリとして、REAS、EDGAR、INTEX-B、AIM/Enduseモデルによる推計に
ついて説明した。インベントリ毎に対象物質や空間や時間解像度が異なり、さらに推計値も異なって

いる。これらのインベントリの検討も必要であるが、実際の大気質モデルに使うにはインベントリを

解析者の望むような空間解像度、時間解像度、化学種に配分する必要があり、インベントリと配分の

両方が重要である。Woo et al. (2012)の開発した SMOKE-Asiaではインベントリと配分の両方につ
いて検討しており、東アジア地域での排出処理のシステムを構築している。このシステムを使うこと

で、ある程度の妥当性をもって比較的容易に大気質シミュレーションを行える。

健康影響を評価するにあたって、排出データと気象データを用意して大気質モデル CMAQで計算
をして濃度を推計するという一連の流れは本研究でも踏襲する。それに加えて、本研究では文献調査

の結果を踏まえて排出データの処理に SMOKE-Asiaを使用し、植生起源排出の推計にMEGANを採
用した。
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第 3章 方法
この章では本研究の全体像を 3.1節で示したのち、使用するモデルやプログラムについて説明する。

3.1 概要
本研究の全体像を図 3.1.1に示した。本研究では、 1.2節に示したとおり温室効果ガス削減に伴う
大気汚染緩和の副次的効果を評価に使うための大気質モデルの精度向上の検討を行う。大気質モデル

の精度向上として、大気質モデルの入力に使う、気象場と大気汚染物質排出量についての検証した。

また、化学輸送の検証を行うため、大気質モデルで使用する境界条件と化学反応について検証した。

図 3.1.1研究の全体像

以上のモデルシミュレーションに関する検討を行う上で使用したモデルの全体像を図 3.1.2 に示
した。気象モデルとして WRF (Weather Reseach and Forecasting modeling system) ver. 3.4.1 を使用
し、地形データと気象データから計算領域の詳細な気象場を計算する。自然起源排出の内植生起

源排出については WRF で計算した気象場と土地地覆データから MEGAN (Model of Emissions of
Gases and Aerosols from Nature) ver. 2.0.4 により計算する。大気質モデルに使用する大気汚染排出
データはWoo et al. (2012)の開発した SMOKE-Asiaをベースとして空間・時間・化学種の配分を与
えた後に MEGANで計算した植生排出を加えて作成する。空間配分の指標は面積や人口、道路長と
いった GIS データをもとに MIMS (Multimedia Integereated Modeling System) ver. 3 .6 で作成する。
SMOKE-Asiaは、SMOKE (Sparse Matrix Operator Kernel Emissions modeling system) ver. 2.1をベー
スとして、アジア地域の研究に基づいた空間・時間・化学種配分を用意し、さらに SMOKE で使わ
れる地域コードや排出部門コードを整備した排出処理システムである。WRF で計算した気象場と
SMOKEで用意した排出データを使い、CMAQ (Community Multiscale Air Quality modeling system)
ver. 5.0.1で大気質を計算することで大気汚染濃度分布を作成する。
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図 3.1.2使用モデルの全体像

気象場の精度の検証として、WRFにより計算した気象場の空間分布と時間分布を確認し地上観測と
比較した。大気質モデルの精度の検討として、MEGANにより推計した植生排出の有無、SAPRC-99
と CB05の化学反応、全球化学モデル MOZARTの計算結果の境界条件への適用の有無で設定を変
更させ合計 6ケースで計算を行った。これにより排出源として植生排出の考慮による精度の検証を行
い、境界条件と化学反応の選択から大気質モデルの計算条件による精度の検証を行った。

精度の検証に使用したモデル群の応用として排出源変動に対する感度解析と健康影響評価を行う。

感度解析により産業と家庭部門からの排出が大気質にどれくらいの感度があるかを解析した。健康影

響評価では、大気質モデルの精度検証による過程で算出した大気汚染濃度場を利用し、山本 (2014)の
手法を元にして 2012年の PM2.5 による死亡者数を推定した。

3.2 WRF (Weather Research and Forecast modeling sytem)
本研究ではWRF-ARW version 3.4.1を使用した。この節ではWRFについて説明する。

3.2.1 WRFの背景
WRFモデルは研究と実務での適用のために設計された、数値気象予報 (Numerical weather predic-

tion; NWP)である (Skamarock et al., 2008)。WRFの開発は次世代メソスケール予報モデルとデータ
同化システムを構築する複数の機関によるものである。WRFは、NCAR (National Center for Atmo-
spheric Research)のMMM (Mesoscale and Mi- croscale Meteorology)部門、NOAA (National Oceanic
and Atmospheric Administration)の NCEP (National Centers for Environmental Prediction)などの協力
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により開発されている。

WRFには次の 2つの動力学ソルバーがある。
1. NCARで主に開発された ARW (Advanced Research WRF)ソルバ
2. NCEPで開発された NMM (Nonhydrostatic Mesoscale Model)ソルバ

ARWソルバは NCARのMMM部門により、NMMソルバは DTC (Developmental Testbed Center)に
より開発されている。ARWは最先端科学が取り入れられており研究向きとされているため、本研究
では ARWを採用した。

3.2.2 WRF-ARWモデルシステム
図 3.2.1にWRFの実行の流れを示した。

図 3.2.1 WRF Modeling System Flow Chart
図 3.2.1で示されるように、WRFモデルシステムは次の主なプログラムから構成する:

• WPS (WRF Processing System)
– GEOGRID
– UNGRIB
– METGRID

• REAL
• ARWソルバ

(1) WPS (WRF Preprocessing System)
WPSは気象場のシミュレーションの入力を準備する 3つのプログラムである。WPSの各プログラ
ムと処理内容を表 3.2.1に示した。

表 3.2.1 WPSの構成プログラムの役割
プログラム 説明

GEOGRID モデル領域を定義し、地理データを一定の格子へ内挿

UNGRIB GRIB形式の気象ファイルから気象データを抽出
METGRID ungribで抽出した気象データを GEOGRIDに定義されたモデル格子へ内挿
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(2) REALと ARWソルバ
realは metgridで作成したファイルを使って ARWソルバの初期条件と境界条件を作成するプログ
ラムである。ARWソルバはデータシミュレーション、数値積分プログラムのためのいくつかの初期
プログラムから構成されるモデルシステムの重要な部分である。以下はWRFモデルの重要な特徴で
ある:

• 静力学オプションをもつ完全圧縮性非静力学方程式
• コリオリと湾曲項を考慮
• 計算領域で複数のネスティングとネスティング階層の双方向のネスティング
• 時間積分にルンゲ・クッタ法を使用

3.2.3 鉛直座標系
ARWの式は η座標系と呼ばれる式 (3.2.1)で定義される地形に沿った静水圧鉛直座標系で定式化さ
れる。

η= pdh −pdht

µd
(3.2.1)

µd = pdhs −pdht

ここで、pdh は乾燥空気の圧力の静水圧成分であり、pdht は乾燥空気のモデル上端の気圧、pdhs

は乾燥空気の地上気圧、µd は乾燥空気の質量である。

図 3.2.2に示したように、η座標系ではモデル領域に沿って、モデル上端で η= 0、地表面で η= 1.0

となる。この座標系は Laprise (1992)に提案された。
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図 3.2.2 WRF-ARWの η座標 (Skamarock et al., 2008)

3.2.4 水平格子
WRFで使用する格子は図 3.2.3に示すように、Arakawa C-grid staggering (Arakawa, 1966)を使う。
流速は熱力学的変数から半グリッドの長さをずらして配置されている。変数の添字で、

(
i , j ,k

)
は(

x, y,η
)= (

i∆x, j∆y,k∆η
)
として変数の位置を示す。温位 θ は質量点に位置し、同様に流速 u、v、w

は u、v、w 点として定義される位置に示される。これらの変数とその他の変数が定義されている位

置を表 3.2.2に掲載した。

表 3.2.2 WRFの変数の格子での定義位置
変数 定義点

温位 θ、空気質量 µ、水蒸気変数 qm、圧力 p、比容積 α 質量点

流速 u u 点

流速 v v 点

流速 w、ジオポテンシャル ϕ w 点

格子長の ∆x と ∆y はモデル式では一定である。球面への投影に結びついた物理的な格子長の変

化はマップファクターを使って考慮される。鉛直格子長 ∆η は固定ではない。初期化で指定される。

ユーザーはモデルの ηの値を地表で η= 1、モデルの上端で η= 0、ηは地表とモデル上端の間で単調

に減少する制約にしたがって自由に指定できる。
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図 3.2.3 ARWの水平と鉛直格子 (Skamarock et al., 2008)

3.2.5 物理過程
WRFで考慮される物理過程は項目ごとに分類される。

1. Micro-physics
2. Cumulus parameterization
3. PBL (Planetary Boundary Layer)
4. Land-surface model
5. Radiation

これらの項目についてWRFでは物理オプションによりどの物理過程を使用するか選択できる。

3.3 MEGAN (Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature)
MEGAN (Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature)は大気中への陸上からの生物起源
のイソプレンとその他の微量ガスとエアロゾルなどの排出を推定するモデルである (Guenther et al.,
2006)。

MEGANの最新バージョンは 2.10であるが、このバージョンになってMEGANの内部構造が変化
し以前のバージョンで配布されていたアジア地域の PFT を利用できなくなった。そのため、配布さ
れている PFT などの入力データを利用するため 2.10 の一つ前のバージョンである MEGAN version
2.04を使用した。
3.3.1 MEGAN開発の経緯
全球化学・気候での生物起源 VOCの影響は全球モデルを使って調査されてきた。また、地域大気
質モデルにおいても生物起源 VOCを入力に取り込もうと開発されてきた。こうした背景から、地域
と全球モデルへ集約できる生物起源排出アルゴリズムの必要性が増加してきている。

数多くの生物起源 VOC が識別されているが、以下の 2 種類の化合物が大気中への年間の全球フ
ラックスの大部分を占めている。

• メタン
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• イソプレン
生物起源のメタンの排出は微生物と枝葉に主に起因する。一方、陸上植物の枝葉は大気中へのイソプ

レンの排出の 90 %以上の発生源であると考えられている。大気中において、メタンは長寿命 (数年)
の化合物であり、イソプレンは短寿命 (数分から数時間)の化合物である。

1990 年代の初めに、the International Global Atmospheric Chemistry (IGAC) Global Emissions In-
ventory Activity (GEIA)が全球化学輸送モデルで使うための 1°×1°の格子での全球排出インベントリ
の開発の作業グループを始めた (Graedel et al., 1993)。この中で、IGAC-GEIAの自然起源 VOC作業
グループがイソプレンとその他の VOCの排出モデルを開発した (Guenther et al., 1995)。地域生物起
源排出モデルである the Biogenic Emissions Inventory System or BEIS(Pierce and Waldruff, 1991) は
1980年代半ばにに開発され、1990年代半ばに第 2世代のモデルである BEIS2 Pierce et al. (1998)に
置き換えられた。

The Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature (MEGAN) は上記の (Guenther et al.,
1995) の全球排出モデルと BEIS/BEIS2/BEIS3 の地域排出モデルの両方を置換するために開発さ
れた。

3.3.2 MEGANモデルの全体像
MEGANモデルの実行に関する全体像を図 3.3.1に示した。

図 3.3.1 MEGAN実行の全体像

MEGANの入力には以下を与える。
• 排出係数
• LAI (Leaf Area Index)
• PFT (Plant Functional Type)
• 気象場 (太陽放射・気温・風速・湿度・土壌水分)
• GRIDDESC

排出係数は、面積当たりの平均の生物起源排出の排出係数であり、全 PFT の平均である (単位: µg
化合物 m−2h−1)。PFTは植生の機能タイプによって覆われた格子の割合を示す (単位: 無次元)。LAI
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は地表を覆っている植生、具体的には葉面積などの平均である (単位: m2/1000 m2)。気象場は MM5
やWRFといった気象モデルの計算結果を利用でき、CMAQの MCIPで処理したものを入力に与え
る。MEGANでは計算に使用する気象項目として、太陽放射、気温、風速、湿度、土壌水分を利用す
る。GRIDDESCは対象モデル領域の格子の定義を記述したファイルであり、気象モデルの計算結果
を MCIPで処理することで生成される。以上の MEGANの入力データは GRIDDESCを除いて、す
べてモデル格子毎に設定する。

表 3.3.1 MEGANの構成プログラム
プログラム 説明

MG2IOAPI 入力に使う排出係数と LAIのファイルを I/O API形式に変換
MEGAN 主要なMEGANのモジュールであり生物起源排出を推定
MG2MECH MEGANの出力を CBMZ、SAPRC-99、RADM2、RACMのいずれかの化学反応種に変換

MEGANは表 3.3.1に示したとおり、MG2IOAPI、MEGAN、MG2MECHの三つのプログラムから
構成されている。MEGANの実行の流れは以下の手順となる。

1. まず排出係数と LAIのデータを GISソフトを使いモデル領域の地図投影に加工
2. MEGANの入力に使うためMG2IOAPIにより I/O API NetCDF形式に変換
3. MCIPにより抽出した気象データとMG2IOAPIで用意した排出係数と LAIによりMEGANで
生物起源排出を出力

4. MEGANの出力と PFTから MG2MECHにより大気質モデルで使用する化学メカニズム種に
変換

3.3.3 理論式
MEGANは、式 (3.3.1)によりある地点・時間での陸上生態系からキャノピー上部の大気中へのイ
ソプレンとその他の微量ガスとエアロゾルの排出率 (単位としては、mg化合物 m−2 地表面 h−1)を推
定する。式 (3.3.1)に登場する変数は表 3.3.2に示した。

Emission= [ε]
[
γ
][
ρ
]

(3.3.1)

表 3.3.2 MEGANの基礎式 (式 (3.3.1))で使われる変数
変数 説明

ε 標準状態でのキャノピーへの化合物の排出を示す排出係数

γ 標準状態からのずれのための排出の変化を考慮するための排出活動係数 (正規化された割合)
ρ 植物キャノピーでの生産と消失を考慮するための係数 (正規化された割合)

MEGANのキャノピースケールでの排出係数は葉っぱスケールの排出係数を使う他のほとんどの生
物起源排出モデルと異なっており、葉っぱと枝スケールの排出係数に基づいている。

排出は PFT毎に計算され、ある位置での総排出の推定により合計される。MEGANは、地域スケー
ルと全球スケールのシミュレーションが可能な 1 km−2(30′′×30′′) 以内のベース解像度の全球スケー
ルのモデルである。
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3.3.4 駆動変数
(1) 排出係数

MEGANは PFT毎に地理的に格子状の排出係数のデータベースを使って局所的な排出係数 εの変

動を考慮する。

標準のMEGANの全球植生分類機構では以下の七つの PFTを含んでいる。
1. broadleaf evergreen trees,
2. broadleaf deciduous trees,
3. needle evergreen trees,
4. needle deciduous trees,
5. shrubs,
6. crops, and
7. grass plus other ground cover (e.g., sedges, forbs, and mosses).

排出係数は、Olsonによって開発されたデジタル terrestrial ecoregionデータベースの 867の ecoregion
に割り当てて用意される。

(2) Leaf area
MEGANでは 4から 40日のタイムステップの葉面積を必要とする。
繁茂した面積の平均 LAIは、格子平均 LAIを植生の被覆率で割って推定される。これを LAIv (the

LAI of vegetation covered surfaces)と指す。LAIvを式で示すと式 (3.3.2)となる。

LAIv= ある格子の格子平均 LAI
ある格子の植生の被覆率

(3.3.2)

標準の MEGAN の LAIv データベース (MEGAN-L) は Zhang et al. (2004) の LAI 推計と Hansen
et al. (2003)からの植生被覆率の推計により推計された。
(3) PFT

PFTは衛星観測や植生インベントリ、生態系地図、生態系モデルの出力を使用する。
標準のMEGANの PFTデータベース (MEGAN-P)は、地表観測に基づいた定量的な木のインベン
トリ (Kinnee et al., 1997)とMODIS3データベース (Hansen et al., 2003)を結びつけて用意された。

3.4 SMOKE (Sparse Matrix Operator Kernel Emissions)
本研究では SMOKE version 2.1を使用した。この節では SMOKEについて説明する。
大気質モデルは、高い格子解像度で多くの排出源・物質、大規模地域での計算に使われるようになっ

てきている。これらのニーズを満たしながら、簡単な操作で効率的に数値計算を行う、柔軟な排出デー

タ処理システムが必要である。MCNC Environmental Modeling Center (EMC)は排出データ処理方法
に高性能計算である疎行列アルゴリズムを使う Sparse Matrix Operator Kernel Emissions (SMOKE)
を開発した。SMOKEは北カロライナ大学チャペルヒル校の Carolina Environmental Program (CEP)
で開発されている。

SMOKEの目的は排出インベントリデータの解像度を大気質モデルに必要な解像度へ変換すること
である。排出インベントリは年間合計値としてしばしば提供される。しかし、大気質モデルには格

子・レイヤ・化学種・時間毎の排出データを必要とする。そのため、大気質モデルに必要な入力のた

めに排出インベントリに時間、化学種、空間への配分が必要である。
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3.4.1 SMOKEの処理内容
SMOKEでの排出データの処理の流れを図 3.4.1に示した。

図 3.4.1 SMOKEの処理の流れ

SMOKEでは排出インベントリを読み込んだ後に、排出インベントリに対して以下の 3種類の配分
を与え、大気質モデルで使うための排出データを用意する。

• 空間配分
• 時間配分
• 化学種配分

空間配分では排出インベントリに水平方向と鉛直方向への配分を行う。時間配分では年間や日間の

排出インベントリを時間毎の排出量に変換する。化学種配分では大気質モデルで使われる CB05 や
SAPRC-99といった化学反応で使われるモデル化学種への配分を行う。これらの配分にはそれぞれに
対応した配分指標を使って配分を行っている。

また、SMOKEでは排出インベントリ毎に、Area、Mobile、Point、Biogenicの 4種類の処理を行
えるようになっている。これらの分類によってインベントリの性質毎に配分の処理を変更できる。

3.4.2 SMOKEの地域・部門コード
SMOKEで使われている COSTCYと SCCについて説明する。
SMOKEでは排出インベントリをはじめとして、空間・時間・化学種配分指標やその他の入力ファ
イルで COSTCYという地域行政コードと SCC (Source Classification Code)という発生源分類コード
を使用する。

COSTCYとは地方行政区 (Country, State,County)を示す以下のような 6桁の数字のコードである。
CSSYYY

ここで使った各記号は表 3.4.1 に示した意味を持つ。SMOKE では COSTCY のコードを使い、排
出インベントリを空間配分指標によりダウンスケーリングする。オプションとして時間配分指標と化

学種配分指標についても COSTCYのコードを使うことで、排出インベントリに地域ごとに異なるプ
ロファイルを与えることができる。

SCC (Source Classification Code) とは、排出インベントリの発生源を分類するためのコードであ
り、(排出) 部門に相当するコードである。SCC については U.S. EPA (2013) で詳しく説明されてい
る。SCC は U.S. EPA により人為起源排出活動の種類を分類するために作られたコードである。各
SCCは発生源ごとの過程や大気汚染物質を放出する機能を個別に代表する。SCCは U.S. EPAの NEI
(National Emission Inventory) やその他のデータベースでデータの要素を識別するために主に使われ
ている。
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SCC は COSTCY と同様に整数から構成されるコードである。主に点源に使われる 8 桁のコード
と、面源と線源に使われる 10桁コードの 2種類がある。SCCは以下のような形式である。

ABBCCCDD

AABBCCCDDD

ここで Aから Dの記号はそれぞれ 1から 4の SCCの階層を示している。SCCの記号と階層、桁
数の対応を表 3.4.2に示した。

表 3.4.1 COSTCYのコードの形式
記号 名称 桁数 説明

C COID 1 国を示す整数

SS STID 2 州を示す整数

YYY CYID 3 郡を示す整数

表 3.4.2 SCCのコードの階層と桁数の対応
記号 階層 整数の桁数

点源 面源・線源

A 1 1 2
B 2 2 2
C 3 3 3
D 4 2 3

SCC は階層的な構造になっており、排出処理の定義は番号が左から右に進むにつれてより詳
細になっていく。技術の変化に伴って SCC は更新が行われており、U.S. EPA のサイト (http:
//www.epa.gov/ttn/chief/eiinformation.html) からか、SMOKE に付属するファイルとして SCC を
入手できる。

3.4.3 SMOKE-Asia
SMOKE はもともとアメリカでの適用を考えて、COSTCY や SCC などのコードが設計されてい
る。そのため、鵜野ら (2005)も指摘しているようにアジア地域にはそのままでは適用できない。

SMOKE をアジア地域に適用する際の問題として、排出インベントリへの 3.4.2節で説明した
COSTCYと SCCの設定がある。

COSTCY での国を示す COID は 1 桁の整数で表現する必要があり、0 から 9 までの合計 10 か国
までしか割り当てられない。そのため、SMOKEの処理の枠組みの中で 11以上の国を、SMOKEの
country、state、countryの扱いと完全に一致させることができない。アジア地域を対象に行う場合は、
東南アジア、東アジア、北アジアというような地域の区分を COSTCYの COIDに割り当ててその下
に各国を COSTCYの STIDに割り当てるというような工夫をしなければならない。
また、U.S. EPAにより定義されている SCCは 11 990に及ぶ。既存の排出インベントリではここま
で詳細な部門の定義がされているものはなく、排出インベントリをこの SCCの分類に割り当てる必
要がある。

排出インベントリに対して COSTCY と SCC を割り当てることが困難であり、この COSTCY と
SCC に結びついた空間・時間・化学種配分指標を合わせて用意する必要があるため、SMOKE をア
ジア地域で適用するのは困難であった。この問題に対してWoo et al. (2012)は取り組みアジア地域に
おいて SMOKEを適用する枠組みとして SMOKE-Asiaを開発した。Woo et al. (2012)は排出インベ
ントリとして INTEX-B (Zhang et al., 2009) と TRACE-P Streets et al. (2003) を組み合わせたインベ
ントリを作成した。さらにこのインベントリの元々の 17 の地域区分を拡張子し、2752 の地域区分
に区分を詳細化して COSTCYを対応付けた。排出分類としては EDGAR 3.2 FT 2000 (Olivier et al.,
2005) により第 2 レベルまで SCC を適切に割り当てた。SMOKE-Asia で使われた COSTCY の内、
COIDと STIDをそれぞれ表 3.4.3と表 3.4.4に示した。また、SMOKE-Asiaで使われている SCCを
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表 3.4.5に示した。

表 3.4.3 SMOKE-Asiaの COSTCYの COID
Country code Country

0 KOREA
1 CHINA
2 JAPAN
3 OEASIA
4 SEASIA
5 SASIA

表 3.4.4 SMOKE-Asiaの COSTCYの STID
State code Short state State State code Short state State

001 SU Seoul 152 GY GUIY
002 IC Inchon 153 YN YUNN
003 PS Pusan 154 WS WEST1
004 TG Taegu 161 SG SHGA1
005 KJ Kwangju 162 SA SHGA2
006 KG Kyonggi 163 WT WEST2
007 KW Kangwon 164 IN IMON2
008 CB ChungchongBukto 165 WE WEST3
009 CN ChungchongNamdo 181 HK Hongkong
010 KB KyongsangBukto 201 CG Chugoku
011 KN KyongsangNamdo 202 CH Chubu
012 LB ChollaBukto 203 HD Hokkaido
013 LN ChollaNamdo 204 KK Kinki
014 CJ ChejuDo 205 KT Kanto
111 BJ Beijing 206 KU Kyushu
112 TJ Tianjin 207 OW Okinawa
113 HE HEHE 208 SU Shikoku
114 SX SHNX 209 TU Tohoku
115 IM IMON1 301 MG Mongolia
121 NE NEPL1 302 KN North Korea
122 NP NEPL2 303 TW Taiwan
123 NL NEPL3 401 BX Brunei
131 SH SHAN 402 ID Indonesia
132 JN JINU 403 CB Cambodia
133 ZJ ZHEJ 404 LA Laos
134 HH HEHE 405 BM Myanmar (Burma)
135 FJ FUJI 406 MY Malaysia
136 JN JINX 407 RP Philippines
137 SN SHND 408 SN Singapore
141 EE HEHE 409 TH Thailand
142 HB HUBE 410 VM Vietnam
143 HN HUNA 501 BG Bangladesh
144 GA GUAH1 502 BT Bhutan
145 GX GUAX 503 IN India
146 GU GUAH2 504 CE Sri Lanka
150 SI SICH1 505 NP Nepal
151 SC SICH2 506 PK Pakistan

表 3.4.5 SMOKE-Asiaで使われている SCCの一覧
SCC Level 1 Level 2 Level 3 Level 4

10100101 External Combustion
Boilers

Electric Generation Anthracite Coal Pulverized Coal

2101001000 Stationary Source Fuel
Combustion

Electric Utility Anthracite Coal Total: All Boiler
Types

2101008000 Stationary Source Fuel
Combustion

Electric Utility Wood Total: All Boiler
Types

2102001000 Stationary Source Fuel
Combustion

Industrial Anthracite Coal Total: All Boiler
Types

2102008000 Stationary Source Fuel
Combustion

Industrial Wood Total: All Boiler
Types

2102009000 Stationary Source Fuel
Combustion

Industrial Coke Total: All Boiler
Types

– 22 –



2104001000 Stationary Source Fuel
Combustion

Residential Anthracite Coal Total: All
Combustor Types

2104008000 Stationary Source Fuel
Combustion

Residential Wood Total: Woodstoves
and Fireplaces

2201001000 Mobile Sources Highway Vehicles - Gasoline Light Duty Gasoline Vehicles
(LDGV)

Total: All Road
Types

2201020000 Mobile Sources Highway Vehicles - Gasoline Light Duty Gasoline Trucks 1 & 2
(M6) = LDGT1 (M5)

Total: All Road
Types

2201070000 Mobile Sources Highway Vehicles - Gasoline Heavy Duty Gasoline Vehicles 2B
thru 8B & Buses (HDGV)

Total: All Road
Types

2201080000 Mobile Sources Highway Vehicles - Gasoline Motorcycles (MC) Total: All Road
Types

2230001000 Mobile Sources Highway Vehicles - Diesel Light Duty Diesel Vehicles (LDDV) Total: All Road
Types

2230060000 Mobile Sources Highway Vehicles - Diesel Light Duty Diesel Trucks 1 thru 4
(M6) (LDDT)

Total: All Road
Types

2230070000 Mobile Sources Highway Vehicles - Diesel All HDDV including Buses (use
subdivisions -071 thru -075 if
possible)

Total: All Road
Types

2270010000 Mobile Sources Off-highway Vehicle Diesel Industrial Equipment All
2301000000 Industrial Processes Chemical Manufacturing: SIC 28 All Processes Total
2302000000 Industrial Processes Food and Kindred Products: SIC 20 All Processes Total
2303020000 Industrial Processes Primary Metal Production: SIC 33 Iron and Steel Foundries Total
2304000000 Industrial Processes Secondary Metal Production: SIC 33 All Processes Total
2305070000 Industrial Processes Mineral Processes: SIC 32 Concrete, Gypsum, Plaster Products Total
2306000000 Industrial Processes Petroleum Refining: SIC 29 All Processes Total
2307000000 Industrial Processes Wood Products: SIC 24 All Processes Total
2310010000 Industrial Processes Oil and Gas Production: SIC 13 Crude Petroleum Total: All

Processes
2310020000 Industrial Processes Oil and Gas Production: SIC 13 Natural Gas Total: All

Processes
2399000000 Industrial Processes Industrial Processes: NEC Industrial Processes: NEC Total
2495000000 Solvent Utilization All Solvent User Categories All Processes Total: All Solvent

Types
2601000000 Waste Disposal,

Treatment, and Recovery
On-site Incineration All Categories Total

2620000000 Waste Disposal,
Treatment, and Recovery

Landfills All Categories Total

2701001000 Natural Sources Biogenic Forests Total
2801000000 Miscellaneous Area

Sources
Agriculture Production - Crops Agriculture - Crops Total

2801700010 Miscellaneous Area
Sources

Agriculture Production - Crops Fertilizer Application N-P-K (multi-grade
nutrient fertilizers)

2805000000 Miscellaneous Area
Sources

Agriculture Production - Livestock Agriculture - Livestock Total

2810010000 Miscellaneous Area
Sources

Other Combustion Human Perspiration and Respiration Total

3.5 MIMS (Multimedia Integrated Modeling System) Spatial Allocator
本研究ではMIMS version 3.6を使用した。この節ではMIMSについて説明する。
MIMS Spatial Allocator は排出と大気質モデルに関したファイルを生成する。CMAQ と SMOKE
で使われるファイル形式に特化して支援するように設計されている。

SMOKE で用いる入力ファイルで用意が最も困難とされているのが空間代理ファイル (Spatial
surrogate file)である (UNC, 2004)。ここで、空間代理ファイルとは排出データをダウンスケールする
際に用いる配分指標を提供するものである。MIMSは GISデータであるシェープファイルから空間
代理を作成できる。

また、CMAQはエアロゾルモジュールとして AERO5を使用する際には、OCEAN_1というファイ
ルを必要とする。AERO5では外洋の格子セルと海岸沿いの格子セルの両方から海塩排出を計算する。
この OCEAN_1は各格子セルが外洋であるか海岸沿いであるかを、格子内の海洋面積割合によって示
したファイルである。

MIMSは表 3.5.1に示した 3種類のツールから構成される。
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表 3.5.1 MIMSの構成ツール
ツール名 説明

Vector Tools シェープファイルの地図投影の変換や他の空間配分から空間代理を作成

Raster Tools ラスターデータを処理

Surrogate Tools 大規模空間代理の作成を管理して、合併と代理の内挿を補助

これらのうち、SMOKEに必要な空間代理と CMAQに必要な OCEAN_1ファイルを作成するのは
Vector Toolsである。
空間代理の作成に必要な入力としてシェープファイルと GRIDDESCファイルがある。
シェープファイルは ESRI (Environmental System Research Institution)社により開発された GISの
標準形式であり、幾何学的特徴を説明する属性に関する点、線、ポリゴン形式の地理データオブジェ

クトを持つ。シェープファイルは少なくとも.shp、.shx、.dbfの拡張子の同名ファイルが必要である。
GRIDDESCファイルとは I/O API形式の水平座標と格子の説明を持つファイルである。このファ
イルは気象モデルWRFからの出力を CMAQのモジュールであるMCIPにより処理することで作成
される。

郡 C の代理 sr g と格子セル GC における空間代理の作成は式 (3.5.1)に基づく。

sr g (C ,GC ) = Value of weight attribute in the intersection of county C and grid cell GC

Total value of weight attibute in county C
(3.5.1)

MIMSの空間配分指標算出の概念は図 3.5.1に示したようになっている。

図 3.5.1 MIMSの空間配分指標算出の概念

例えば、GISデータとしてある群 Cのポリゴンがありこの属性として人口があり、その値が 100と
する。空間配分指標として人口を使うことを考える。このポリゴンと格子の重なる部分から格子毎に

人口がどれだけいるかわかる。格子毎の人口ががポリゴン全体のどれくらいの割合になるかによって

その格子の空間配分を算出できる。このようにして MIMSでは GISデータとその属性から空間配分
指標を作成する。

3.6 CMAQ (Community Multiscale Air Quality modeling system)
本研究では大気質モデルとして CMAQ version 5.0.1を使用した。この節では CMAQについて説明
する。

CMAQはの U.S. EPA国曝露研究所 (National Exposure Research Laboratory)の大気モデル・解析部
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門の下で開発維持されている。CMAQは対流圏を通したオゾン、粒子状物質、有毒な大気汚染物、酸
性・栄養素汚染化学種をシミュレートする第 3世代オイラー型大気化学輸送モデルシステムである。
3.6.1 構成システムの概要

CMAQは Fortran 90で書かれた大気化学輸送モデルのためのプログラム群のことである。CMAQ
の主なプログラムを図 3.6.1に示した。各プログラムの役割は以下である。

• 初期条件プロセッサ (ICON): CCTMの初期条件を作成
• 境界条件プロセッサ (BCON): CCTMの境界条件を作成
• 光分解率のカルキュレータ (JPROC): CCTMの分解率を計算
• Meteorology-Chemistry Interface Processor (MCIP): CCTMの気象データ項目を準備
• CMAQ Chemistry-Transport Model (CCTM):大気化学輸送を計算

図 3.6.1 CMAQ Chemistry-Transport Model (CCTM) and input processors
図 3.6.1で示される CMAQプログラムは表 3.6.1に示した基本設定オプションが必要である:

表 3.6.1 CMAQの計算に必要な設定
項目 説明

Case シミュレーションを識別する特有な文字列

Grid 固定された地図投影と領域サイズに関する位置を含む水平モデル格子
の定義

Projection 球体上モデル格子の一般的な位置を示すために使われる、地球の球表
面上の水平板を定義

Vertical Structure 鉛直格子の層境界の定義

Chemical Mechanism CMAQシミュレーションで使われる光化学メカニズム、エアロゾル化
学メカニズム、液体化学メカニズムの名前

3.6.2 モデル入力データ
大気プロセスの相互作用のシミュレーションのため、CMAQは次の入力を必要とする:

1. 気象情報
2. 大気質に影響を与える発生源からの排出
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(1) 気象情報

気象条件は大気の主要な物理駆動力であり、全ての 3次元大気質モデルシミュレーションの基本で
ある。WRFモデル Advanced Research WRF (WRF-ARW) (Skamarock et al., 2008)は CMAQと互換
性のあるの気象モデルである。入力に使う気象場では、水平格子座標系と地図投影、水平格子解像度

は CMAQの計算で使う項目と一致する必要があり、計算対象領域と対象期間は CMAQの計算で使
う項目以上の範囲をカバーしなければならない。

(2) 発生源からの排出

排出入力を与えるために、CMAQは年間、郡レベルの排出インベントリから SMOKE (CMAS Center
and Center for Environmental Modeling for Policy Development at The University of North Carolina at
Chapel Hill, 2013) のような排出モデルを利用する。排出入力は大気質モデルシミュレーションで使
われるのと同じ水平と鉛直空間規模、時間期間をカバーする必要がある。

3.6.3 化学反応
CMAQでは化学反応として以下の 2種類を選択できる。

• SAPRC-99 (Statewide Air Pollution Research Center mechanism version 1999) (Carter, 2000)
• CB05 (Carbon Bond mechanism version 2005) (Yarwood et al., 2005)

これらの化学反応では O3 の生成に重要な役割を果たす非メタン炭化水素とその反応をモデル化して

おり、VOCの化学種の取り扱いが異なっている。SAPRC-99では反応の似ている VOCをまとめ、代
表的な組成名で表現している。一方、CB05では炭化水素の結びつきの類似性から VOCをまとめて
表現している。SAPRC-99と CB05の化学種と反応式の数を表 3.6.2に示した。

表 3.6.2 SAPRC-99と CB05の化学種と反応式の数
化学反応 化学種数 反応式数

SAPRC-99 72 214
CB05 51 156

SAPRC-99の方が CB05よりも化学種数と反応式数が多い。そのため、SAPRC-99の方が計算時間
や出力ファイルサイズが大きくなる傾向がある。

3.6.4 PM2.5 の計算式
PM2.5 は、人為的発生源（ディーゼル自動車などから排気される黒煙、光化学反応によって生じる

二次生成物質など）と、自然起源（土壌粒子、海塩粒子など）に由来する複数の物質から構成されてい

る。そのため PM2.5 を算出する際にはこれらの構成物質を合計する必要がある。この節では CMAQ
の出力ファイルに含まれている複数の物質の濃度から PM2.5 を計算する方法について説明する。

表 3.6.3 CMAQのエアロゾル化学種の対応関係
記号 mode 粒径の範囲

I Aitken 0.1 µm以下
J accumulation 0.1から 2.5 µm
K coarse 2.5から 10 µm

CMAQ のエアロゾル化学種については

Binkowski and Roselle (2003)が詳しく説明して
いる。エアロゾルは粒径から 3 種類の mode が
存在する。CCTM の出力では化学種を I、J、K
の記号を使って mode ごとに化学種を区別して
いる。その対応関係を表 3.6.3に示した。PM2.5 の計算には粒径が 2.5 µm以下である Iと Jの記号の
付く物質の粒子を使用する。

U.S. Environmental Protection AgencyAgency (2006, pp.20–21)に CMAQの出力化学種から PM2.5
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の計算式が式 (3.6.1)で示されている。

PM2.5 = ASO4I+ASO4J+ANH4I+ANH4J+ANO3I+ANO3J

+AORGAI+AORGAJ+AORGBI+AORGBJ

+1.167∗AORGPAI+1.167∗AORGPAJ+AECI+AECJ+A25I+A25J

(3.6.1)

この式に登場する各エアロゾル物質を表す記号は Binkowski and Roselle (2003)で掲載されていた
表 3.6.5で説明される。CMAQ version 4.7からエアロゾル過程としてAERO5が導入された。AERO5
では前身の AERO4 よりも詳細な分類で化学種が出力される。AERO5 の詳細な化学メカニズムは
Carlton et al. (2010)が説明している。AERO4から AERO5へ詳細化された化学種の変換は Stein et al.
(2011)が示していた。この変換の対応を表 3.6.4に示した。

表 3.6.4 AERO4と AERO5のエアロゾル化学種 (Stein et al., 2011)
AERO4 AERO5

SOA AORGAI + AALKJ + AOLGAJ + ATOL1J + ATOL2J +
Anthropogenic AORGAJ ATOL3J + AXYL1J + AXYL2J + AXYL3J

SOA AORGBI + AOLGBJ + ATRP1J + ATRP2J + AISO1J +
Biogenic AORGBJ AISO2J + AISO3J

INORGANIC AH2OI + AH2OJ + ASO4I + ASO4J

したがって、PM2.5 を計算するには、式 (3.6.1) の AORGBI、AORGBJ、AORGAI、AORGAJ の項を

表 3.6.4で示される対応で変換した式 (3.6.2)を用いる。

PM2.5 = ASO4I+ASO4J+ANH4I+ANH4J+ANO3I+ANO3J

+AALKJ+AOLGAJ+ATOL1J+ATOL2J+ATOL3J+AXYL1J+AXYL2J+AXYL3J

+AOLGBJ+ATRP1J+ATRP2J+AISO1J+AISO2J+AISO3J

+1.167∗AORGPAI+1.167∗AORGPAJ+AECI+AECJ+A25I+A25J (3.6.2)

表 3.6.5エアロゾル化学種 a (Binkowski and Roselle, 2003, p.3-3)
Abbreviation Description

{a1} ASO4J Accumulation mode sulfate mass
{a2} ASO4I Aitken mode sulfate mass
{a3} ANH4J Accumulation mode ammonium mass
{a4} ANH4I Aitken mode ammonium mass
{a5} ANO3J Accumulation mode nitrate mass
{a6} ANO3I Aitken mode aerosol nitrate mass
{a7} AORGAJ Accumulation mode anthropogenic

secondary organic mass
{a8} AORGAI Aitken mode anthropogenic

secondary organic mass
{a9} AORGPAJ Accumulation mode primary organic mass
{a10} AORGPAI Aitken mode mode primary organic mass
{a11} AORGBJ Accumulation mode secondary

biogenic organic mass
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{a12} AORGBI Aitken mode biogenic secondary
biogenic organic mass

{a13} AECJ Accumulation mode elemental carbon mass
{a14} AECI Aitken mode elemental carbon mass
{a15} A25J Accumulation mode unspecified

anthropogenic mass
{a16} A25I Aitken mode unspecified anthropogenic mass
{a17} ACORS Coarse mode unspecified anthropogenic mass
{a18} ASEAS Coarse mode marine mass
{a19} ASOIL Coarse mode soil-derived mass
{a20} NUMATKN Aitken mode number
{a21} NUMACC Accumulation mode number
{a22} NUMCOR Coarse mode number
{a23} SRFATKN Aitken mode surface area
{a24} SRFACC Accumulation mode surface area
{a25} AH2OJ Accumulation mode water mass
{a26} AH2OI Aitken mode water mass
aConcentration units: mass [µg m−3], number [m−3].
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第 4章 東アジア地域の大気質シミュレーション
副次的効果の評価に必要な大気質モデルの精度の向上の検討のため、東アジア全域を対象に大気質

シミュレーションを試みた。この章ではこのシミュレーションについて説明する。

4.1 計算領域
計算領域を図 4.1.1に示し、その設定を表 4.1.1に示した。
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図 4.1.1東アジアを対象とする計算領域

表 4.1.1東アジアを対象とする計算領域の情報
項目 設定

地図投影 ランベルト正角円錐図法

標準緯度 10°N、30°N
標準経度 112°E
中心緯度・経度 21°N、112°E
格子サイズ 80 km
WRFの格子列数行数 119×104
CMAQの格子列数行数 117×102
レイヤ数 27
頂点レイヤ気圧 100 hPa
入力地形データ解像度 10′

計算期間 2012年 1月～2013年 3月

計算期間は 2012年 1月から 2013年 3月とした。これにより 2012年の年間を通した計算結果の時
間分布を把握可能である。水平計算領域には北緯 20°、東経 112°を中心とし、標準緯度が 10°と 30°
のランベルト正角円錐図法を使用した。格子サイズを 80 kmとして、東アジア地域全体をカバーでき
る領域を設定した。これにより東アジア全域の計算結果の空間分布を把握可能である。

4.2 計算条件
この節では、WRF、CMAQ、SMOKE、MEGANの計算の設定について説明する。

4.2.1 WRFの設定
WRFの入力に使用したデータを表 4.2.1に示した。

表 4.2.1 WRFの入力データ
項目 設定

地形データ USGS (U.S. Geological Survey)の 24分類の土地利用データ
気象データ 1° ×1°の解像度で 6時間毎の値となっている NCEP FNL (Final) Operational

Global Analysis data (NOAA, 2000)を使用

WRFの計算に使用した物理オプションは表 4.2.2に示した。
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表 4.2.2 WRFで使用した物理オプション
項目 設定

微物理 WSM 3-class simple ice scheme
境界層 YSU shceme
地表面 Noah land-surface model
地表層 MM4Monin-Obukhov scheme
長波放射 rrtm scheme
短波放射 Dudhia scheme
積雲 YSU scheme

計算で設定した η座標と高度とレイヤの対応を表 4.2.3に示した。この表では計算で設定した ηの

値と頂点レイヤ気圧、レイヤ数を使って地表気圧が 1013.25 hPa のときの対応する η での気圧と高

度、レイヤ厚さを示している。地表面と頂点以外の気圧は 3.2.3節で説明した式 (3.2.1)を pdh の式に

変形させた式 (4.2.1)を使用した。

pdh =µη+pdht (4.2.1)

高度を厳密に計算するには気温や気圧によって変化する空気密度を考慮する必要がある。しかし、

ここではレイヤのおおまかな高度を示すため、10 m高度が上昇すると 1 hPa減少するという仮定で
高度を算出した。シミュレーションによって得られた気象場や大気汚染濃度は地表での観測と比較す

る。比較には、地表から 91.33 mまでの最下層レイヤでの計算結果を使用する。
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表 4.2.3計算領域の η座標の設定

レイヤ η 気圧 [hPa] 高度 [m] レイヤ厚さ [m]
- 0.00 100.00 9132.50 -

27 0.02 118.27 8949.85 182.65
26 0.04 136.53 8767.20 182.65
25 0.06 154.80 8584.55 182.65
24 0.09 182.19 8310.58 273.98
23 0.12 209.59 8036.60 273.98
22 0.15 236.99 7762.63 273.98
21 0.18 264.39 7488.65 273.98
20 0.22 300.92 7123.35 365.30
19 0.26 337.45 6758.05 365.30
18 0.31 383.11 6301.43 456.63
17 0.36 428.77 5844.80 456.63
16 0.42 483.57 5296.85 547.95
15 0.48 538.36 4748.90 547.95
14 0.55 602.29 4109.63 639.28
13 0.62 666.22 3470.35 639.28
12 0.70 739.28 2739.75 730.60
11 0.74 775.81 2374.45 365.30
10 0.79 821.47 1917.83 456.63
9 0.83 858.00 1552.53 365.30
8 0.88 903.66 1095.90 456.63
7 0.91 931.06 821.93 273.98
6 0.93 949.32 639.28 182.65
5 0.95 967.59 456.63 182.65
4 0.97 985.85 273.98 182.65
3 0.98 994.99 182.65 91.33
2 0.99 1004.12 91.33 91.32
1 1.00 1013.25 0.00 91.33

表 4.2.4 USGSの 24の土地利用分類 (Wang et al., 2012)
Land Use
Category

Land Use Description

1 Urban and Built-up Land
2 Dryland Cropland and Pasture
3 Irrigated Cropland and Pasture
4 Mixed Dryland/Irrigated Cropland and Pasture
5 Cropland/Grassland Mosaic
6 Cropland/Woodland Mosaic
7 Grassland
8 Shrubland
9 Mixed Shrubland/Grassland
10 Savanna
11 Deciduous Broadleaf Forest
12 Deciduous Needleleaf Forest
13 Evergreen Broadleaf
14 Evergreen Needleleaf
15 Mixed Forest
16 Water Bodies
17 Herbaceous Wetland
18 Wooden Wetland
19 Barren or Sparsely Vegetated
20 Herbaceous Tundra
21 Wooded Tundra
22 Mixed Tundra
23 Bare Ground Tundra
24 Snow or Ice

計算で使用した土地利用分類の分布を図 4.2.1に示した。この図で使われている USGSの 24の土
地利用分類を表 4.2.4に示した。また、計算領域の標高を図 4.2.2に示した。図 4.2.2では平均海水面
(MSL: Mean Sea Level)からの高さで標高を示している。

図 4.2.1計算領域の土地利用分類の分布 図 4.2.2計算領域の標高

図 4.2.1 では、海は 16: Water Bodies の分類になっている。格子が 80 km と荒いためフィリピン
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(120°E、10°N付近)や日本の大阪湾に面した近畿地方 (135°E、35°N付近)は陸地であるが、土地利
用分類としては 16: Water Bodiesとなっている。
図 4.2.2では、ヒマラヤ山脈 (90°E、30°N付近)で標高が 5000 m付近と高くなっている。その他の
地域では概ね標高は 1000 m以下となっている。
4.2.2 MEGANの設定

MEGANの入力データを表 4.2.5に示した。MEGANで使う入力ファイルは Guenther et al. (2006)
が作成したものが利用可能でこれは NCAR Community Data Portal (CDP) のサイトで配布されて
いる。

表 4.2.5 MEGANの入力データ
項目 設定 単位 出典

気象場 WRFの出力結果をMCIPで処理した
もの

-

PFT 2001年の 6種類 (BTR: broadleaf trees
、FTD: fineleaf deciduous trees、FTE:
fineleaf evergreen trees、CRP: crops、
GRS: grass、SHR: shrub)

- 地表観測による木のインベ
ントリ (Kinnee et al., 1997)
とMODIS3データベース
(Hansen et al., 2003)

LAIv 2003年の各月ごとのデータ m2/(1000 m2) Zhang et al. (2004)の LAI推
計と Hansen et al. (2003)か
らの植生被覆率

排出係数 (EF) 2000年の 11化学種 (isoprene,
methylbutenol, methanol, NO,
3-carene, limone, myrcene, ocimene,
alpha-pinene, beta-pinene, sabinene)

µg/m2/h Olson et al. (2001)

MEGANの入力として使用した排出係数 (EF)を図 4.2.3に示した。

(a) 3-carene (b) Alpha-pinene (c) Beta-pinene

(d) Isoprene (e) Limone (f) Mehanol
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(g) Methylbutenol (h) Myrcene (i) NO

(j) Ocimene (k) Sabinene

図 4.2.3 2000年のMEGANの入力排出係数

図 4.2.3では、3-careneはロシアと中国東部で 100から 150 µg/m2/hと高い。Beta-pineneはロシア
と中国東部に加え、マレーシアやインドネシアで高い。Limoneはロシアと日本で高い。Methanolは
領域全体でインド全域と中国の北京フインで値が 1500 µg/m2/hと高い。

Methylbutenol は中国の南東部 (115°E、25°N 付近) で値が 80 から 100 µg/m2/h と高い。Myrcene
はロシアの東部 (140°E、45°N付近)で値が 60から 80 µg/m2/hと高い。NOは中国東部 (120°E、35°N
付近)とインド全域で 60から 80 µg/m2/hと高い。Isoprene、Alpha-pinene、Ocimene、Sabineneはイ
ンドネシアとマレーシアやニュージーランド (115°E、2°N付近)で高い。

MEGANの入力 LAIvを図 4.2.4に示した。

(a) 1月 (b) 2月 (c) 3月
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(d) 4月 (e) 5月 (f) 6月

(g) 7月 (h) 8月 (i) 9月

(j) 10月 (k) 11月 (l) 12月

図 4.2.4 2003年の月ごとのMEGANの入力 LAIv

図 4.2.4では 6月から 8月の夏に領域全体で値が高い。また年間を通して東南アジア (フィリピン、
インドネシア、マレーシア)で値が高い。

MEGANの入力 PFTの分布を図 4.2.5に示した。

(a) Broadleaf tree (b) Crop (c) Grass
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(d) Needleleef tree (e) Shrub

図 4.2.5 2001年のMEGANの入力 PFTの分布

図 4.2.5 では Broadleaf tree はインドネシアとニュージーランドで 80％と比率が高い。Crop はイ
ンドと中国の北京南方 (120°E、35°N)で 80 %と比率が高い。Grassは領域全体では 20 %程度と比率
が低い。Needleleaf treeと Shrubはロシアと日本、インドネシアのスマトラ島で 40から 60 %と比率
が高い。

4.2.3 SMOKEの設定
SMOKEの入力データを表 4.2.6に示した。

表 4.2.6 SMOKEの入力データ
項目 設定 物質

人為起源排出 INTEX-B (Zhang et al., 2009) CO、NOx、PM2.5、PM10、VOC、SO2

TRACE-P (Streets et al., 2003) NH3

自然起源排出 MEGANの出力
空間配分指標 MIMSの出力
時間配分指標 Woo et al., (2012)
化学種配分 Woo et al., (2012)

本研究で使用した人為起源排出インベントリの NH3 以外の大部分は INTEX-B (Zhang et al., 2009)
となっている。このインベントリの対象範囲を図 4.2.6に示した。
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図 4.2.6排出インベントリ INTEX-B (Zhang et al., 2009)の対象範囲

このインベントリは東西南北においては以下の国の範囲を対象としている。

北:モンゴル
西:パキスタン 東:日本

南:インドネシア

INTEX-Bは東アジア地域の大部分をカバーできているが、以下の国・地域の排出インベントリは
計算領域をカバーしきれていない。

• ロシア
• オーストラリア
• ニュージーランド
• 中央アジア

そのため、これらの地域からの人為起源排出は 0となっている。
SMOKE で使う排出インベントリは COSTCY や SCC の設定が必要であるため用意は困難であ
る。そのため、本研究ではWoo et al. (2012)が開発した SMOKE-Asiaで使われているインベントリ
(INTEX-Bと TRACE-P)を使う。このインベントリが妥当であるかどうかを確かめるために、既存の
インベントリと比較してインベントリ毎に排出量がどうなっているか比較した。

比較では、SMOKE で使われている排出インベントリ (INTEX-B と TRACE-P) と森本 (2013) が
Enduseをモデルを使用して作成したインベントリ、さらに EDGAR (v4.2) global emissions database
(EC-JRC/PBL, 2011)と REASv2.1 (Kurokawa et al., 2013)のインベントリを比較した。対象年は 2008
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年である。比較対象国は、森本が単一国として計算した 8か国である。比較項目の一覧を表 4.2.7に
示した。

表 4.2.7排出インベントリの比較項目
比較項目 条件

インベントリ名 INTEX-B、Enduse、EDGAR4.2、REASv2.1
対象年 2008年
対象国 中国 (CH)、インドネシア (ID)、インド (IN)、日本 (JP)、韓国 (KR)、マレーシア

(MY)、タイ (TH)、ベトナム (VN)
対象物質 CO、NMVOC、NOX、PM10、PM2.5、SO2

表 4.2.7において括弧内は国コード (ISO 3166-1 alpha-2))を示す。なお、EDGARv4.2では物質と
して PM2.5 は推計されていない。

排出インベントリの比較結果を図 4.2.7に示した。
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図 4.2.7 2008年の INTEX-B・Enduse・EDGAR ver. 4.2・REAS ver. 2.1の排出インベントリの比較

図 4.2.7では、国ごとや物質毎にインベントリ毎に排出量が異なっている。現時点ではどのインベ
ントリが最も精度が高いかを判断できない。これは今後検討すべき点である。

4.2.4 MIMSの設定
MIMSは SMOKE-Asiaの構成物の一つであり、SMOKE の空間配分指標を作るためにWoo et al.

(2012)と同じ人口、森林面積、耕地面積、道路網などの GISデータを使った。
CMAQのエアロゾルモジュール AERO5で使用する格子内の海洋面積割合を示した OCEAN_1を
作るために、GSHHG (Global Self-consistent, Hierarchical, High-resolution Geography Database) ver.
2.2.2Wessel and Smith (1996)を使用した。
4.2.5 CMAQの設定

CMAQ の計算で使用した入力データを表 4.2.8 に示した。CMAQ で使用した計算オプションを
表 4.2.9に示した。
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表 4.2.8 CMAQで使用した入力データ
項目 設定

気象場 WRFの出力
境界条件 CMAQ標準プロファイルま

たはMOZARTの計算結果
初期条件 初日のみ CMAQ標準プロ

ファイル、以降は前日の計
算結果

排出データ SMOKEの出力
格子内の海洋面積割合 MIMSの出力

表 4.2.9 CMAQで使用した計算オプション
項目 設定

化学反応 CB05または SAPRC-99
エアロゾル AERO5
雲 ACM (Asymmetric

Convective Model)
鉛直移流 WRF
水平移流 Yamartino
鉛直拡散 ACM ver. 2

気相の化学反応としては CB05 または SAPRC-99 を使用した。境界条件には、標準プロファイル
または MOZART (Model of Ozone and Related Chemical Tracers) version 4 (Emmons et al., 2010) の
実行結果 (MOZART-4/GEOS5) を使用した。この MOZART-4/GEOS5 による実行結果は気象モデ
ルとして NASA の GMAO (the Global Modeling and Assimilation Office) で開発された GEOS-5 (the
Goddard Earth Observing System version 5) (Molod et al., 2012)を使用している。また、排出インベン
トリには ARCTAS (Arctic Research of the Composition of the Troposphere from Aircraft and Satellites)
(Jacob et al., 2007)と FINN-v1 (The Fire INventory from NCAR version 1.0) (Wiedinmyer et al., 2011)
を使用している。MOZART-4/GEOS5の計算は全球を対象に、2007年 1月 1日から 2013年 3月 31
日まで行われている。計算結果は、水平解像度 1.9×2.5° でレイヤ数 56 で 6 時間おきの値として次
の URL (http://www.acd.ucar.edu/gctm/mozart/subset.shtml) で提供されている。MOZART による計
算結果を境界条件に適用することで、計算対象領域外からの化学物質のフローを考慮することがで

き、計算領域の境界付近における計算精度の向上が期待できる。

4.2.6 CMAQの化学反応・植生排出・境界条件の選択による計算ケース
化学反応と MEGAN による植生排出の有無、MOZART の境界条件への適用により計算結果がど
のように変化するかを見るため、CMAQで合計 6ケースの計算を行った。この計算ケースの概要を
図 4.2.8に示した。
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図 4.2.8化学反応・植生起源の有無による SMOKEと CMAQの計算ケース

この計算ケースでは、まず化学反応として CB05か SAPRC-99で選択する。次に、MEGANによっ
て推計した植生起源排出を考慮するかしないかを選択する。最後にMOZARTによる計算結果を境界
条件に組み込むかどうかを選択する。これにより、化学反応・植生起源排出・境界条件の 3要素の選
択による計算結果の精度を比較・検討できる。なお、ここでMEGANは CB05の化学反応に対応して
いなかったため、MEGANによる植生排出を考慮できたのは化学反応に SAPRC-99を選択したケー
スのみである。CMAQの計算ケースの一覧を表 4.2.10に示した。

表 4.2.10化学反応・植生排出・境界条件の選択による CMAQの計算ケース
ケース名 化学反応 植生排出 MOZART
CB05 MEGANなしMOZARTあり CB05 なし あり

CB05 MEGANなしMOZARTなし CB05 なし なし

SAPRC-99 MEGANありMOZARTあり SAPRC-99 あり あり

SAPRC-99 MEGANありMOZARTなし SAPRC-99 なし なし

SAPRC-99 MEGANなしMOZARTあり SAPRC-99 あり あり

SAPRC-99 MEGANなしMOZARTなし SAPRC-99 なし なし

CMAQでの計算ケースに合わせて、SMOKEで化学反応とMEGANによる植生排出の選択により
合計 3パターンの排出データを用意した。SMOKEの計算ケースを表 4.2.11に示した。

表 4.2.11化学反応・植生排出の選択による SMOKEの計算ケース
ケース名 化学反応 植生排出

CB05 MEGANなし CB05 なし

SAPRC-99 MEGANあり SAPRC-99 あり
SAPRC-99 MEGANなし SAPRC-99 なし
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表 4.2.10 と表 4.2.11 に示した計算ケース名は、計算結果の図では「あり」/「なし」をそれぞれ
with/withoutや o/xというようにも表記している。例えば、SAPRC-99 MEGANなしMOZARTあり
は以下の 2通りの表現と同義である。

• SAPRC-99 without MEGAN with MOZART
• SAPRC-99xMEGANoMOZART

4.3 気象場の計算結果
4.3.1 空間・時間分布
計算対象領域における気象場の内、以下の項目について領域の格子毎の年平均値と全領域で平均し

た 80 kmの格子あたりの値の月平均値の時間分布を図 4.3.1に示した。
• 地表面気圧
• 地表 2 mの気温
• 地表 10 mの風速
• 地表 10 mの風向

(a)地表面気圧の年平均値の空間分布
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(b)地表面気圧の領域平均値の月平均値

(c)地表 2 mの気温の年平均値の空間分布

Feb
2012

Apr
2012

Jun
2012

Aug
2012

Oct
2012

Dec
2012

220

240

260

280

300

320

340

 v
a
ri

a
b
le

 T
E
M

P
2

 [
K

]

Monthly domain averaged MCIP output TEMP2

max mean min

(d)地表面気温の領域平均値の月平均値
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(e)地表 10 mの風速の年平均値の空間分布
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(f)地表 10 mの風速の領域平均値の月平均値

(g)地表 10 mの風向の年平均値の空間分布
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(h)地表 10 mの風向の領域平均値の月平均値

図 4.3.1計算した気象場の空間・時間分布

図 4.3.1(c)の風速の空間分布を見ると、海洋で風速が 5 m/s以上となっている。また、マレーシア
やインドネシアの東南アジアの陸地で風速が 3 m/s以下と低い。これは陸地における熱帯雨林のため
風が遮られるため風速が低くなると考えられる。時間分布としては、平均値は年間を通して 5 m/s程
度でほぼ一定となった。

図 4.3.1(g)の風向の空間分布を見ると、5°Nから 30°Nの中国南部から太平洋にかけて 0から 100°
の方角となっている。そのため、この付近では太平洋沖へ汚染物質を運びやすい気象条件になってい

ると考えられる。

4.3.2 観測との比較
気象庁 (2013) の常時観測データを使いモデル計算の気象場の検証を行う。比較は地表面気温と地
表面風速で行った。比較対象地点を図 4.3.2 に示し、その座標を図 4.3.3 に示した。比較対象地点は
日本全体をカバーできるように 8地方を選択した。
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図 4.3.2気象観測所の位置

図 4.3.3気象観測所の座標
Prefecture City Latitude Longitude
Hokkai-do Sapporo-shi 43.06 141.33
Yamagata-ken Yamagata-shi 38.26 140.35
Tokyo-to Chiyoda-ku 35.69 139.76
Aichi-ken Nagoya-shi 35.17 136.97
Osaka-fu Osaka-shi 34.68 135.52
Shimane-ken Matsue-shi 35.46 133.07
Kochi-ken Kochi-shi 33.57 133.55
Nagasaki-ken Nagasaki-shi 32.73 129.87

地表面気温と地表面風速による比較結果をそれぞれ図 4.3.4と図 4.3.5に示した。

図 4.3.4気温の比較
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図 4.3.5風速の比較

図 4.3.4に示した気温の比較では、時間変動については概ね再現できた。しかし、(a) Chiyoda-kuと
(f) Osaka-shiについては計算結果が観測よりも約 5°C過小評価となった。この原因としては、これら
の地点は都市であるためビルなどの建物や交通などからの人工排熱による影響が考えられる。しか

し、格子サイズが 80 kmと荒いため詳細な議論には限界がある。
図 4.3.5の風速の比較では、(a) Chiyoda-ku、(e) Nagoya-shi、(g) Sapporo-shiで再現性が高かった。
しかし、これら以外の地点では計算は観測の半分ほどの風速であり過小評価となった。地表面風速は

周囲の地形によって値が変動する。今回の計算では 80 kmの格子でありこれは 80 km四方が均一な
平面であることを仮定している。そのため、地表付近における風速の比較では十分な再現性が得られ

なかったと考えられる。計算と同様に周囲の地形の影響を除いた比較をするには高層気象との比較が

必要だと考えられる。

4.4 MEGANの計算結果
MEGANにより計算した植生起源排出の内、以下の 4化学種の格子毎の年平均と、計算値を全領域
で平均し、80 km格子あたりにした値の月平均値を図 4.4.1に示した。
1. CH4 2. CO 3. ETHENE 4. ISOPRENE 5. NO
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(a)植生起源 CH4 の年平均値の空間分布
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(b)植生起源 CH4 の領域平均値の月平均値

(c)植生起源 COの年平均値の空間分布
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(d)植生起源 COの領域平均値の月平均値

(e)植生起源 ETHENEの年平均値の空間分布
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(f)植生起源 ETHENEの領域平均値の月平均値
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(g)植生起源 ISOPRENEの年平均値の空間分布
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(h)植生起源 ISOPRENEの領域平均値の月平均値

(i)植生起源 NOの年平均値の空間分布
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(j)植生起源 NOの領域平均値の月平均値

図 4.4.1 MEGANで計算した植生排出の空間・時間分布

インド・インドネシア・マレーシア・ニュージーランド付近でいずれの化学種の値も他の地域よりも

値が大きくなっていることがわかる。また、季節変動を確認するといずれも夏季 (6月から 8月)に最
大となり冬季 (11月から 2月)に最小となっていることがわかる。これは 4.2.2節で示した MEGAN
の入力排出係数や LAIv、さらに 4.3節で示した気象場の計算結果が反映されたためだと考えられる。

4.5 SMOKEの計算結果
4.5.1 空間分布

SMOKEの計算結果の内、以下の物質の格子毎の年平均値を図 4.5.1に示した。
1. CO 2. ETHENE 3. ISOPRENE 4. NH3 5. NO
6. NO2 7. PM10 8. SO2
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図 4.5.1では、左端の列から以下の順番で計算ケース毎の結果を掲載している。
1. SAPRC-99 MEGANあり
2. SAPRC-99 MEGANなし
3. CB05 MEGANなし

(a) CO

(b) ETHENE

(c) ISOPRENE
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(d) NH3

(e) NO

(f) NO2

(g) PM10
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(h) SO2

図 4.5.1 SMOKEで計算した排出量の 2012年の年平均値の空間分布

図 4.5.1(b) ISOPRENE については MEGAN の排出が入ったことで SAPRC-99 MEGAN なしと
CB05 MEGANありに比べて、SAPRC-99 MEGANありの計算ケースで東南アジア地域において値が
大きい。その他の化学種はどのケースでも同じような空間分布を示した。

NO2、PM10、SO2 ではマレーシア (100°E、3°N 付近) やタイ (100°E、15°N 付近)、韓国 (128°E、
37°N付近)に周辺よりも 2倍以上の高い値を示すセルが存在している。これはこのセルに化学工場や
発電所といった点源が存在しているためと考えられる。

4.5.2 時間分布
SMOKEの計算値を全領域で平均し、80 km格子あたりにした値の月平均値を図 4.5.2に示した。

(a)人為起源排出
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(b)生物起源排出

図 4.5.2 SMOKEで計算した排出量の全領域平均 (80 km格子あたり)の月平均値

SAPRC-99 と CB05 の化学反応は VOC の反応に関するものであり、図 4.5.2(a) に示した VOC で
ない物質については化学反応による違いがなかった。NOと COについてはMEGANによる植生排出
を考慮することで値が大きくなった。NO2、SO2、CO、PM10 は 1月に年間で最大の値となり、6月か
ら 9月の夏に最小の値となった。NH3 については 3月に最大の値となり 11月から 1月に最小の値と
なった。この時間変動は SMOKE で使われている時間配分を反映していると考えられる。冬には暖
房により燃料の消費が大きくなるため排出量が大きくなるように時間配分がされていると思われる。

図 4.5.2(b)については CB05と SAPRC-99の化学反応で排出量に違いがでた。ETEHNEについて
は SAPRC-99 の方が CB05 よりも格子当たりの排出量が約 0.02 mol/s 高くなった。ISOPRENE に
ついては MEGANの生物起源排出を考慮しなかった場合は格子当たりの排出量が 0.01 mol/s以下と
なったが、MEGANを考慮したケースでは格子当たり 6 moles/s以上排出量が大きくなった。

4.6 CMAQの計算結果
CMAQの計算により得られた大気質の状況について説明する。

4.6.1 空間分布
CMAQ の 6 ケースの計算結果の内、以下の 5 物質の格子毎の 2012 年の年平均値を図 4.6.1 から
図 4.6.5に示した。
1. CO 2. NO2 3. O3 4. PM2.5 5. SO2

図 4.6.1から図 4.6.5は左の列から以下の順番で計算結果を示している。
1. SAPRC-99 MEGANあり
2. SAPRC-99 MEGANなし
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3. CB05 MEGANなし

(a) MOZARTありの計算ケース

(b) MOZARTなしの計算ケース

図 4.6.1 COの CMAQの計算値の 2012年の年平均値の空間分布

(a) MOZARTありの計算ケース

(b) MOZARTなしの計算ケース

図 4.6.2 NO2 の CMAQの計算値の 2012年の年平均値の空間分布
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(a) MOZARTありの計算ケース

(b) MOZARTなしの計算ケース

図 4.6.3 O3 の CMAQの計算値の 2012年の年平均値の空間分布

(a) MOZARTありの計算ケース

(b) MOZARTなしの計算ケース

図 4.6.4 PM2.5 の CMAQの計算値の 2012年の年平均値の空間分布
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(a) MOZARTありの計算ケース

(b) MOZARTなしの計算ケース

図 4.6.5 SO2 の CMAQの計算値の 2012年の年平均値の空間分布

COの空間分布 (図 4.6.1)
MEGAN による植生排出を考慮した 2 ケースにおいて、他のケースよりも CO の濃度がイン
ドからインドネシア、中国南部において 0.4 ppmV 程度高い。また、MOZART ありの計算
ケースでは 10°N 以上の領域で MOZART なしのケースよりも 0.005 ppmV 程度濃度が高い。
SAPRC-99と CB05の化学反応の選択による濃度の違いは見られない。
考察: COは安定な化学物質でありMOZARTにより境界から流入することで濃度が上昇した

と考えられる。MEGANにより植生排出により COの排出量が加わったことでインドやマ
レーシアなどの東南アジアで濃度が高くなったと考えられる。

NO2 の空間分布 (図 4.6.2)
MEGANの植生排出を考慮した 2ケースではインド、中国、タイ、マレーシア、インドネシア、
オーストラリアで他のケースよりも NO2 濃度が高い。SAPRC-99と CB05の化学反応の選択
による濃度の違いは見られない。境界条件へMOZARTを使うかどうかによる濃度の違いも見
られない。マレーシア (100°E、3°N付近)、韓国 (130°E、38°N付近)などで周囲よりも濃度の
高いセルが存在している。

考察: 図 4.5.2(a)からわかるように MEGANからは NOの排出量は推計されているが、NO2

の排出量は推計されていない。MEGANを入れた 2ケースで NO2 の濃度が高くなったこ

とから、NO が化学反応により NO2 に変化したため MEGAN の植生排出を考慮すると
NO2 濃度が高くなったと考えられる。NO2 は雨や雲による湿性沈着により大気中から除

去されるため、MOZARTによる境界からの流入は途中で除去され計算結果に反映されな
かったと考えれる。

O3 の空間分布 (図 4.6.3)
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MEGANの植生排出を考慮した 2ケースではインド全域、中国全域、インドネシア南部におい
て O3 濃度が他ケースより高い。MOZARTによる境界条件を選択したケースは、MOZARTな
しのケースよりも 20°N以南で濃度が 0.01 ppmV程度低い。また、20°N以南かつ計算領域の
境界付近で MOZART ありのケースは MOZART なしのケースよりも 0.02 ppmV 程度濃度が
低い。化学反応による違いとして、CB05は SAPRC-99よりも 20°N以南で 0.005 ppmV程度
濃度が高い。

考察: MOZARTの計算結果を境界条件に採用すると O3 濃度が境界付近で特に低くなってい

る。このことから、境界から O3 の生成を阻害するような化学物質が流入してきていると

考えられる。

PM2.5 の空間分布 (図 4.6.4)
MEGANの植生排出を考慮すると考慮しないケースよりも、インドやバングラデシュ、中国、
インドネシア、日本で PM2.5 濃度が数 µg/m3 から 10 µg/m3 程度高い。CB05と SAPRC-99の
化学反応による違いは見られない。MOZARTありのケースでは無いケースよりも太平洋で数
µg/m3 濃度が低い。

考察: MOZART の計算結果を境界条件に採用すると PM2.5 濃度が低くなっている。このこ

とから、境界から PM2.5 の生成を阻害するような化学物質が流入してきていると考えら

れる。

SO2 の空間分布 (図 4.6.5)
MEGAN の植生排出の選択による濃度の違いが見られない。CB05 と SAPRC-99 の化学反応
による違いは見られない。

考察: 図 4.5.2(c)からわかるようにMEGANからは SO2 の排出量は推計されていない。SO2

の濃度にはMEGANで推計された CO、NO、VOCによる影響が化学反応の過程でなかっ
たため植生排出の有無による濃度の違いがなかったと考えられる。

4.6.2 時間分布
CMAQの計算値を全領域で平均し、80 km格子あたりにした値の月平均値を図 4.6.6に示した。
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図 4.6.6 CMAQの計算結果の領域平均の月平均値

図 4.6.6において、SO2 を除いた NO2、CO、O3、PM2.5、O3 の化学種でMEGANの植生排出を考
慮した 2ケースがその他のケースよりも値が大きくなった。
COの時間分布 (図 4.6.6(c))

COでは、SAPRC-99の化学反応では境界条件にMOZARTを使うと 0.02 ppmV程度濃度が高
い。これは、COは他の化学物質とあまり反応しないため、境界から流入してきた COが残る
ためだと思われる。時間分布としては、植生排出を考慮した 2ケースでは 5月に最大濃度、1
月に最低濃度を示し、夏に高濃度、冬に低濃度という季節変動を示した。植生排出を考慮しな

い残り 4ケースでは、1月に最大濃度、7月に最低濃度となり冬に高濃度、夏に低濃度という
季節変動を示した。図 4.5.2(d) に示した SMOKE の CO の排出量の時間分布をみると植生排
出を考慮することで夏の COの排出量が増加している。しかし、年間で見ると 1月 (冬)に最大
排出量で 5月 (夏)に最低排出量となっている。これに従うならば、植生排出をいれても COの
濃度は冬に最大で夏に最小となるはずである。MEGANによって夏に排出量の増加した VOC
化学種などが、大気中で化学反応しその副生成物として COが発生し夏に CO濃度が高くなっ
たのだと考えられる。

NO2 の時間分布 (図 4.6.6(a))
NO2 は植生排出を考慮すると濃度が高くなるが、それ以外の化学反応・MOZARTによる境界
条件によっては濃度にほとんど変化がない。時間分布としては、植生排出を考慮していない

ケースでは SO2 と同様に 1月に最大濃度、7月に最低濃度となり冬に高濃度、夏に低濃度とい
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う季節変動を示した。一方、植生排出を考慮したケースでは 7 月から 8 月に最大濃度を示し
11月に最低濃度を示した。図 4.5.2(b)で示した SMOKEの NO2 の排出量を見る限り、NO2 は

植生排出により排出量は変化していない。しかし、図 4.5.2(a)で示した NOの排出量を見ると
植生排出の考慮により排出量が増加している。このことから、NO2 の濃度は NOと NO2 の排

出から大気中で化学反応により生成していると考えられる。そのため、植生排出を考慮により

NO2 の濃度が上昇したと思われる。

O3 の時間分布 (図 4.6.6(e))
O3 の時間分布を見ると、植生排出を考慮した 2ケースでは 8月に最大濃度、1月に最低濃度
を示し、夏に高濃度、冬に低濃度という季節変動を示した。植生排出を考慮しない残り 4ケー
スでは、1月に最大濃度、8月に最低濃度となり冬に高濃度、夏に低濃度という季節変動を示
した。これはMEGANの植生排出により夏に VOCの排出量が増え、大気中でそれらの化学反
応により O3 が夏に多く生成されたためだと思われる。

PM2.5 の時間分布 (図 4.6.6(d))
PM2.5 の時間分布を見ると、全計算ケースで 1月に最大濃度、7月に最低濃度となり冬に高濃
度、夏に低濃度という季節変動を示した。

SO2 の時間分布 (図 4.6.6(b))
SO2 についてはケースによる差が最大で約 0.0001 ppmV 程度であり、化学反応・植生排出・
MOZARTによる境界条件の影響がほとんどないといえる。時間分布としては、1月に最大濃
度、7月に最低濃度となり冬に高濃度、夏に低濃度の季節変動を示した。これは図 4.5.2(c)に
示した SMOKEの SO2 の排出量に従ったためだと思われる。

PM2.5 と O3 では、SAPRC-99の化学反応において境界条件にMOZARTを使うと、使わない場合に
比べ約 10 %濃度を過小評価している。これは境界から PM2.5 や O3 の生成を阻害する物質が流入し

てくるためだと考えられる。

SAPRC-99と CB05の化学反応による違いに注目すると、O3 を除く CO、NO2、PM2.5、SO2 では

化学反応による濃度の違いが見られない。しかし、O3 では SARPC-99は CB05の約 4 %濃度を過小
評価している。これは SAPRC-99と CB05は VOCに関する化学種や化学反応が異なっているためで
あり、VOCとの関係が強い O3 の濃度において違いが出たためだと思われる。

4.6.3 観測との比較
計算の妥当性を確認するため、PM2.5 と O3 の濃度を日本の常時観測と比較した。環境省 (2006)は
以下に示した事実を根拠の一つとして、光化学オキシダントの大部分は O3 で構成されており、O3 以

外の寄与は極めて小さいとして、O3 の値を光化学オキシダントの値として差し支えないとの判断を

下している。

光化学オキシダントにおける主成分のオゾン以外の PAN(ペルオキシアセチルナイトラート)
の大気中濃度は、1976から 85年の平均で 0.0008ppmであり、高濃度時でも 0.01ppm前後と
低いこと (早福ら「東京都環境科学研究所年報 1988年」)

そのため、本研究では光化学オキシダントも O3 として取り扱っている。

大気汚染の観測データとしては EANET (Acid Deposition Monitoring Network in East Asia)(2013)
や国立環境研究所 (2013) の環境数値データベースがある。しかし、計算対象期間のすべてをカバー
する範囲のデータが公開されていなかったため、日本の地方自治体が公開している観測データを収集
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し使用した。比較対象地点を図 4.6.7に示し、その座標を表 4.6.1に示した。

30°N

32°N

34°N

36°N

38°N

40°N

42°N

130°E 135°E 140°E

Hinohara-mura
Yokohama-shi Tsurumi-ku
Sakai-shi Nishi-ku
Kasaoka-shi
Sakaide-shi

図 4.6.7大気汚染常時観測所の位置

表 4.6.1大気汚染常時観測所の座標
Prefecture City Latitude Longitude
Tokyo-to Hinohara-

mura
35.73 139.11

Kanagawa-ken Yokohama-shi
Tsurumi-ku

35.50 139.68

Osaka-fu Sakai-shi
Nishi-ku

34.54 135.46

Okayama-ken Kasaoka-shi 34.49 133.46
Kagawa-ken Sakaide-shi 34.32 133.86

比較対象期間は計算期間と同じ 2012 年 1 月から 2013 年 3 月である。Hinohara-mura については
観測データを時間値として入手できた。ただし、2012年の 1月から 3月の期間のデータは入手でき
なかった。Hinohara-muraは都市から離れた山間部に位置している。そのため、他の観測所と比べて
都市の交通などからの局所的・瞬間的な排出の影響が小さい。そのため、大気質モデルの精度を比較

する上で適した観測値だといえる。

残りの観測所は月平均値として観測データを入手できた。そのため、Hinohara-muraについては日
平均値との比較を行い、残りの観測所は月平均値との比較を行った。

PM2.5 と O3 濃度の観測の月平均値との比較結果を図 4.6.8と図 4.6.9に示した。Hinohara-muraで
の PM2.5 濃度と O3 濃度の観測の日平均値との比較結果を図 4.6.10に示した。
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図 4.6.8月平均 PM2.5 濃度の比較

図 4.6.9月平均 O3 濃度の比較
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(a) PM2.5 の比較

(b) O3 の比較

図 4.6.10 Hinohara-muraでの CMAQの計算値の日平均値との比較
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PM2.5 の比較 (図 4.6.8と図 4.6.10(a))
図 4.6.8 に示した 4 地点で、MEGAN の植生排出を入れた 2 ケースのみが 5 月から 8 月の夏
の PM2.5 の高濃度ピークに追随している。特に、(a) Yokohama-shi Tsurumi-ku の 7 月と (b)
Sakai-shi Nishi-ku の 5 月から 8 月の再現性が高い。(c) Kasaoka-shi と (d) Sakaide-shi では 4
月の高濃度の再現性は高かったが、5 月から 7 月にかけて過大評価となっている。MOZART
による境界条件による違いはほとんど見られない。全体として計算は観測に比べ濃度を過小評

価している。CB05 と SAPRC-99 による化学反応の違いはほとんど見られない。図 4.6.10(a)
においても傾向は同様で、5月から 9月の夏においてMEGANの植生排出の考慮した 2ケース
は PM2.5 の高濃度ピークに追随している。しかし、12月から 3月にかけては全計算ケースに
おいて観測に比べ濃度を過大評価していた。

考察: 植生起源排出を考慮することで夏の PM2.5 の高濃度ピークに追随する結果が得られ

た。しかし、観測を十分に再現するほどの計算結果は得られなかった。図 4.6.8において、
MEGAN の植生排出を入れたケースはどの地点でも夏のピークには追随できているが、
MEGANの植生排出の無いケースでは年間を通した平均値を比較すると、観測に比べて計
算は過小評価している。そのため、入力排出インベントリの段階で PM2.5 を再現するため

の要素を考慮できていない可能性がある。例えば、本研究で使った排出インベントリは火

山による排出や船舶による排出は考慮できていない。

O3 の比較 (図 4.6.9と図 4.6.10(b))
図 4.6.9に示した 4地点で、MEGANの植生排出を入れた 2ケースは年間を通して観測の 2倍
以上の値となり、O3 濃度を過大評価している。この 2ケースと比べると、MEGANの植生排
出を入れていない残り 4ケースの方が観測に近い。全計算期間で平均して最も観測に近かった
のはMEGANの植生排出を入れずMOZARTを境界条件に使用した以下の 2ケースとなった。

• SAPRC-99 MEGANなしMOZARTあり
• CB05 MEGANなしMOZARTあり
図 4.6.10(b))においても、MEGANの植生排出を入れた 2ケースでは 5月から 12月に観測の
2倍程度の値となり、O3 濃度を過大評価している。

考察: MEGANによる植生排出を加えた 2ケースのみ O3 濃度を過大評価していることから、

MEGAN による植生排出の推計結果に問題があるのではないかと思われる。本研究では
MEGANの植生排出の推計結果は空間分布と時間分布を確認するにとどまっており、他の
推計結果と比較していない。MEGANの計算が妥当かどうかの検証が必要である。
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第 5章 モデル群の応用に関するケーススタディ
第 4章で東アジア地域における大気質シミュレーションについて説明した。この大気質シミュレー
ションで使用したモデル群の応用として以下の 2ケースのケーススタディを行った。

1. 排出源変動に対する感度解析
2. 健康影響評価

この章ではこれらのケーススタディについて説明する。

5.1 排出源変動に対する感度解析
5.1.1 感度解析の計算式
ある地域・部門の排出量が大気汚染にどれくらいの影響を及ぼしているかを知るには感度解析が参

考になる。ここでいう感度とは、排出量の削減割合に対する大気汚染濃度変化率の割合である。基準

とする大気汚染濃度に対する基準とする大気汚染濃度と排出量を変化させた大気汚染濃度の濃度差の

割合が、対象地域・部門の排出量の変化の割合の差に対してどれくらいの比率になるかを示す割合で

ある。この感度を推定する一連の作業を感度解析と呼んでいる。

感度を推定する計算式は式 (5.1.1) となる。また、式 (5.1.1) で使われている各項目は表 5.1.1 に示
した。

SRar ea,sector =
C0 −Car ea,sector

C0
÷ (

1−Rar ea,sector
)

(5.1.1)

表 5.1.1感度の計算に登場する項目
項目 説明

ar ea 対象地域

sector 対象部門

C0 排出量を変化させずに計算して得られた基準大気汚染濃度

Car ea,sector areaかつ sector の排出量を変化させて計算した大気汚染濃度
Rar ea,sector 感度を推定する対象地域 ar ea、部門 sector の変化率

SRar ea,sector 対象地域 area、部門 sector の大気汚染濃度への感度

例えば、基準とする大気汚染濃度 C0=100であったとする。ある地域 area・部門 sector の排出量の
変化率 Rar ea,sector = 0.8 (80 %) にして計算し、大気汚染濃度 Car ea,sector = 80 となった場合、area、
sector からの排出は感度 SRar ea,sector = 1 (100 %)となる。
5.1.2 感度解析の設定
本研究で行った寄与解析では、SMOKEの入力排出インベントリの内、全計算対象領域の、それぞ
れ産業と家庭部門に該当する排出量を 20 %削減 ( Rar ea,sector = 0.8)した合計 2ケースの計算を行っ
た。これによりそれぞれ産業と家庭部門からの排出量の大気質への感度を推定した。

式 (5.1.1)における、各項目に該当するものに使用した設定を表 5.1.2にまとめた。
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表 5.1.2感度解析の設定
項目 設定

area 全計算対象地域

sector 産業または家庭部門

Rar ea,sector 0.8
C0 化学反応 SAPRC-99、排出量にMEGANの植生起源あり、境界条件に

MOZARTありで計算したケースの大気汚染濃度
Car ea,sector C0 と同じ条件と同じ化学反応、植生起源排出、境界条件の選択で、

areaかつ sector の排出量を Rar ea,sector の割合にして計算した大気汚
染濃度

5.1.3 感度解析の結果
感度解析の結果は空間分布と時間分布を見ることで、感度がどのように分布しているかを確認し

た。さらに東アジア地域の首都における感度の時間変動を見ることで、国ごとの特性についても確認

した。

感度解析の対象とした物質は日本で大気汚染の環境基準が設定されている以下の 5物質とした。
1. CO 2. NO2 3. O3 4. PM2.5 5. SO2

(1) 空間分布

産業と家庭部門からの排出の CO、NO2、O3、PM2.5、SO2 への感度の 2012年の 1月から 12月の
年平均値の空間分布を図 5.1.1に示した。

(a)産業部門からの排出の COへの感度 (b)家庭部門からの排出の COへの感度
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(c)産業部門からの排出の NO2 への感度 (d)家庭部門からの排出の NO2 への感度

(e)産業部門からの排出の O3 への感度 (f)家庭部門からの排出の O3 への感度

(g)産業部門からの排出の PM2.5 への感度 (h)家庭部門からの排出の PM2.5 への感度
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(i)産業部門からの排出の SO2 への感度 (j)家庭部門からの排出の SO2 への感度

図 5.1.1産業と家庭部門からの排出の CO、NO2、O3、PM2.5、SO2 への感度の 2012年の年平均値の
空間分布

COへの感度 (図 5.1.1(a)と (b))
産業部門: 120°E、40°N近辺 (中国の北京付近)において約 0.4と高くなった。100°E、20°N

から 130°E、50°Nの領域 (中国東部)で 0.2から 0.3となった。それ以外の地域では 0.1程
度と感度が低い。

家庭部門: インドと中国東部において 0.3程度となった。インドネシアのジャカルタ (110°E、
10°S付近)で 0.3付近となった。それ以外の地域では 0.1程度と低い。

考察: COは交通や発電部門などの他の部門による排出による影響もあるため、家庭や産業部
門からの感度は相対的に低くなったと思われる。

NO2 への感度 (図 5.1.1(c)と (d))
産業部門: 中国東部と北部と日本の広域で感度が 0.5 から 0.6 と高い。マレーシア (100°E、

5°N付近)、ブルネイ (115°E、5°N付近)中国上海 (120°E、25°N付近)、110°E、35°N付
近や 140°E、45°N付近、90°E、45°N付近などで局所的に感度が 0.7から 0.8と高い地点
が存在した。

家庭部門: 領域全体で 0.2以下と感度が低い。
考察: 産業部門の感度が局地的に高い地点が散見された。これは産業部門の中に化学工場や

石油精製所などの点源が含まれているためだと思われる。

O3 への感度 (図 5.1.1(e)と (f))
産業部門、家庭部門ともに領域全体で感度が 0.2程度以下と低い。
考察: O3 の生成は VOCによる影響が大きいと考えられ、MEGANによる植生排出による感

度が大きいと想定される。そのため、相対的に産業と家庭からの排出の O3 への感度が低

くなったと考えられる。

PM2.5 への感度 (図 5.1.1(g)と (h))
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産業部門: 中国全域と韓国、北朝鮮、ベトナム、マレーシアで 0.4から 0.6と感度が高い。南シ
ナ海 (115°E、15°N付近)と太平洋沖 (130°E、20°N付近)でも 0.4から 0.6と感度が高い。

家庭部門: 中国北部 (130°E、45°N付近)、北朝鮮 (130°E、40°N)、インド全域、スリランカ、
パキスタン、バングラデシュで 0.4から 0.6と感度が高い。インド北部の国境沿い (80°E
から 90°E の 30°N 付近)、ベトナムのホーチミン (106°E、10°N 付近)、インドネシアの
ジャカルタ (110°E、0.8°S付近)で 0.6から 0.7と感度が高い。

考察: 太平洋沖において産業部門からの感度が高く、インド洋沖において家庭部門からの感度
が高くなっている。これは気流にのってそれぞれ中国付近とインド付近からの排出が、海

洋上において海塩粒子や水分により結合することで粒子が生成されたためと考えられる。

SO2 への感度 (図 5.1.1(i)と (j))
産業部門: ロシア、オーストラリア、ニュージーランドを除く広範囲で感度が 0.5から 1と高

い。日本の北海道や東北地域 (140°E、40°N付近)、パキスタン、フィリピン、マレーシア、
タイ、中国の上海、100°E、40°N付近、インドネシアのジャカルタ (110°E、13°S付近)、
太平洋沖 (150°E、30°N付近)で感度が 0.7から 1.0と高い。

家庭部門: 領域全体で感度が 0.2程度以下と低い。
考察: SO2 は産業部門からの感度が全体として高く SO2 の濃度の決定要素の一つだといえる。

(2) 時間分布

計算対象領域の全領域で平均をとった、月平均値の 2012 年 1 月から 2013 年 3 月の時間分布を
図 5.1.2に示した。値は格子 (80 km×80 km)当たりとなっている。
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図 5.1.2産業と家庭部門からの排出の CO、NO2、O3、PM2.5、SO2 への感度の領域 (80 km格子)平
均値の月平均値の時間分布

COへの感度 (図 5.1.2(a))
産業と家庭部門の両方で 11 月から 2 月の冬に感度が高くなり、6 月から 8 月の夏に感度が
低い。

考察: 冬における熱需要から排出量が増加したため、冬に感度が高くなり夏に感度が低くなっ
たと考えられる。

NO2 への感度 (図 5.1.2(b))
産業部門で 11月から 2月の冬に感度が高くなり、6月から 8月の夏に感度が低い。家庭部門
については大きな時間変動を示さずほぼ一定となった。

考察: 冬における熱需要から排出量が増加したため、冬に感度が高くなり夏に感度が低くなっ
たと考えられる。

O3 への感度 (図 5.1.2(c))
3月から 5月の春に産業部門からの感度が高い。
考察: 気温や日射による化学反応の進行などにより、春に産業部門からの感度が高くなったの

ではないかと考えられる。

PM2.5 への感度 (図 5.1.2(d))
12月から 2月の冬に家庭部門からの感度が高い。6月から 8月の夏に産業と家庭部門からの感
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度が高い。

考察: 冬に家庭部門からの感度が高いのは、暖房などによる燃料消費が原因だと考えられる。
夏に産業と家庭からの感度が高いのは、冷房によるエネルギー消費が原因だと考えられる。

SO2 への感度 (図 5.1.2(e))
年間を通して 0.1 を超えるような大きな時間変動はせず、年間を通して、産業部門からは約
0.6、家庭部門からは約 0.1の一定の感度となった。
考察: 季節によらず年中操業しているため産業部門からの感度が高いと考えられる。曜日ご

とに濃度を確認できれば休日と平日の違いを確認でき、操業中か休業中かの違いを確認で

きると思われる。

(3) アジア地域の首都での時間分布

感度解析の結果を東アジア地域の主要な国の首都での月平均値により、季節や地域によって感度が

どのように変動するかを確認した。対象とした東アジア地域の首都の地点を図 5.1.3に示し、その座
標を表 5.1.3に示した。計算対象領域をカバーできるように 9地点を設定した。

図 5.1.3東アジアの首都での比較地点

表 5.1.3東アジアの首都の位置情報
Country Capital Longitude Latitude
Bangladesh Dhaka 90.40 23.70
China Beijing 116.40 39.90
Indonesia Jakarta 106.84 -6.21
India Delhi 77.22 28.63
Japan Tokyo 139.69 35.68
Cambodia Phnom

Penh
104.91 11.55

South Korea Seoul 126.97 37.56
Malaysia Kuala

Lumpur
101.68 3.13

Philippines Manila 120.98 14.59
Thailand Bangkok 100.52 13.72

東アジアの首都での産業と家庭部門からの排出の感度の月平均値を図 5.1.4に示した。

– 67 –



FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface
(a) Dhaka

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface
(b) Beijing

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface
(c) Jakarta

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(d) Delhi

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(e) Tokyo

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(f) Seoul

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(g) Kuala Lumpur

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(h) Manila

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly CO on Surface

(i) Bangkok

Industrial Residential

(a) COの首都における感度

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface
(a) Dhaka

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface
(b) Beijing

Industrial Residential

Jan MarMay Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface
(c) Jakarta

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(d) Delhi

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(e) Tokyo

Industrial Residential

Jan MarMay Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(f) Seoul

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(g) Kuala Lumpur

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(h) Manila

Industrial Residential

Jan MarMay Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly NO2 on Surface

(i) Bangkok

Industrial Residential

(b) NO2 の首都における感度

– 68 –



Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface
(a) Dhaka

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface
(b) Beijing

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface
(c) Jakarta

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(d) Delhi

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(e) Tokyo

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(f) Seoul

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(g) Kuala Lumpur

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(h) Manila

Industrial Residential

Jan Mar May Jul Sep Nov
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly O3 on Surface

(i) Bangkok

Industrial Residential

(c) O3 の首都における感度

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface
(a) Dhaka

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface
(b) Beijing

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface
(c) Jakarta

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(d) Delhi

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(e) Tokyo

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(f) Seoul

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(g) Kuala Lumpur

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(h) Manila

Industrial Residential

Feb Apr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly PM2.5 on Surface

(i) Bangkok

Industrial Residential

(d) PM2.5 の首都における感度

– 69 –



FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface
(a) Dhaka

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface
(b) Beijing

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface
(c) Jakarta

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(d) Delhi

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(e) Tokyo

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(f) Seoul

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(g) Kuala Lumpur

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(h) Manila

Industrial Residential

FebApr Jun Aug Oct Dec
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

Emission Sector Contribution for Monthly SO2 on Surface

(i) Bangkok

Industrial Residential

(e) SO2 の首都における感度

図 5.1.4東アジア地域の 9首都での産業と家庭の感度の月平均値

COへの感度 (図 5.1.4(a))
Dhaka、Beijing、Delhi、Seoul、Bangkokでは 10月から 3月の冬にかけて産業と家庭の両方で
感度が高くなる。Beijing、Seoulでは産業部門からの感度が 0.1以上あり残り 7地域より高い。
考察: COは燃料の不完全燃焼により発生するため、気温の低くなる冬では燃焼のための予熱

が十分にできず COの感度が高くなると思われる。Beijingと Seoulは残り 7地域と異な
り高緯度に位置しており気温が低い。産業からの熱供給が増えるため産業部門からの CO
の感度も高くなったと考えられる。

NO2 への感度 (図 5.1.4(b))
全地点で家庭からの感度が最大でも 0.2 以下と低い。Beijing、Seoul では 10 月から 3 月の冬
に産業部門からの感度が高い。Tokyoは大きな月変動を示さず、6月から 9月の夏でも感度が
0.2と他の地点よりも高い。それ以外の地点では家庭からの感度は平均して 0.1以下と低い。
考察: Beijing、Seoul に冬に産業からの感度が高いのは、暖房による熱供給だと思われる。

Tokyoで夏場も産業の感度が 0.2と他の地点よりも高いのは、年間を通して電力の消費が
大きいためだと思われる。

O3 への感度 (図 5.1.4(c))
全地点で産業と家庭部門からの感度を合計しても平均 0.1以下と感度が低い。
考察: 産業と家庭からの排出は O3 への感度が低いため、O3 の濃度の要因を探るには、他の

発電や交通などの部門からの排出や、MEGANによる植生起源排出からの感度を調べる必
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要がある。

PM2.5 への感度 (図 5.1.4(d))
Tokyoでは 11月から 2月の冬に家庭からの感度が 0.8と高い。Tokyoでは産業部門の感度は
冬に比べて夏に高くなっている。Beijingでは産業からの感度が平均して 0.4と高い。
考察: Tokyoで冬に家庭からの感度が高いが、Beijingでは産業部門の感度が高い。冬に感度

が高くなっていることから、暖房による熱需要が原因だと考えられる。

SO2 への感度 (図 5.1.4(e))
全地点で産業部門の感度が 0.4以上と高い。Dhaka、Kuala LumPurを除けば産業の感度が 0.6
以上と高い。一方、家庭部門の感度は Dhaka、Jakarta、Beijing、Tokyoで感度が 0.2となった。
考察: SO2 は産業からの感度がどの地点でも高い。SO2 の濃度を下げるには産業部門の排出

を減少させることが効果的だといえる。

5.2 健康影響の評価
山本 (2014)が採用した手法を元に、計算した大気汚染濃度を使って大気汚染による死亡数を推定
した。

5.2.1 健康影響の評価方法
山本 (2014)は Chen et al. (2012)の研究から以下の式 (式 (5.2.1))から式 (式 (5.2.3))の式を健康影
響の評価式として使用した。

∆RR = exp
(
β×∆C

)
(5.2.1)

∆APk = (∆RR −1)÷∆RR (5.2.2)
E =∆AP × f ×P (5.2.3)

これらの式に使用されている変数は表 5.2.1に示した。

表 5.2.1健康影響の評価式に登場する変数
変数 説明

∆RR 相対リスクの変化

β 大気汚染の変化 µg/m3 あたりの健康影響の変化率

∆C 大気汚染濃度の変化

∆APk 健康エンドポイント k の発生率の変化
E 大気汚染に起因する死亡数

f 全死因の死亡率

P 暴露人口

ここで、健康エンドポイント k としては死亡のみを取り扱っている。∆C は本来なら ∆C =C0 −C

のように基準濃度 C0 と大気汚染濃度 C との差により求まる。ここでは C0 = 0とした。健康影響評価

に使用した大気汚染濃度は、PM2.5 の再現性が最も高かった化学反応 SAPRC-99で、MEGANによる
植生起源を考慮し、MOZARTによる境界条件を考慮した計算ケースのものを使用した。

βは濃度反応関数 (Concentration Response function、CR関数ともいう)と呼ばれ、大気汚染濃度が
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1単位上昇したときの症例の発症率の増加である。この値は Chen et al. (2012)の研究から表 5.2.2に
示した値を使った。

表 5.2.2計算で使用した βの値 Chen et al. (2012)
Pollutant β [% per µg/m3]
PM10 0.0859
O3 0.0965

対象国における全ての理由による 1000人あたりの年間死亡者数を死亡率としてまとめた表を以下
に表 5.2.3に示した。出典はWorld Development Indicators, October 2013 (World Bank, 2013)で、各
国における 2011年における年間死亡者数を、その年の人口で割った値を 1000倍することにより算出
している。また、台湾は中国の値で代用した。

表 5.2.3対象国の国別死亡率 (山本, 2014)

国名 死亡率 国名 死亡率

(人/1000人) (人/1000人)
アフガニスタン 8.4 ミャンマー 8.5
オーストラリア 6.6 モンゴル 6.8
バングラデシュ 5.8 マレーシア 4.6
ブルネイ 3 ネパール 6.8
ブータン 6.6 パキスタン 7
中国 7.1 フィリピン 6
香港 13.9 パプアニューギニア 7.7
インドネシア 6.3 北朝鮮 9.1
インド 7.9 ロシア 13.5
日本 9.9 シンガポール 4.5
カザフスタン 8.7 タイ 7.5
キルギスタン 6.5 タジキスタン 7.8
カンボジア 6.1 トルクメニスタン 7.8
韓国 7.9 東ティモール 6.1
ラオス 6.2 台湾 7.1
スリランカ 7 ウズベキスタン 7.8
モルディブ 3.4 　 ベトナム 5.6

人口は Landscan2008 (Bright et al., 2009)により 0.5°メッシュの格子に人口を割り当てた。
5.2.2 健康影響の推定結果
健康影響の推定結果を図 5.2.1 に月別の死亡者数と 2012 年の総死亡者数を示した。推定自体は格
子毎に行ったが、図 5.2.1では中国、インドネシア、インド、日本、韓国での死亡者数と全計算対象
領域の死亡者数を示している。
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(a)月別の死亡者数 (b) 2012年の総死亡者数

図 5.2.1 2012年の PM2.5 による死亡者の推定結果

図 5.2.1(a)では、10月から 3月の秋から冬に死亡者数が多い。5月から 8月の夏は全領域の総死亡
者数が冬の 50 %から 30 %にまで減少している。夏における死亡者数は中国での死亡者数が 70 %程
度と大部分を占めている。冬においては中国、インドネシア、インド、日本、韓国を除いた国々にお

ける暖房により大気汚染濃度が上昇し全領域の総死亡者数が増加するが、夏においてそうした暖房の

使用が減り総死亡者数が減少すると考えられる。

図 5.2.1(b)では、2012年に東アジア地域全域で PM2.5 により合計 769 000人の死亡者を推定した。
また、この内半分以上の 473 000人が中国における死亡者となった。
この推定結果が妥当であるかを確かめるために他の研究での推定結果と比較した。比較対象とした

推計結果は以下の 2種類である。
• Global Health Observatory (GHO) (WHO, 2008)
• Global Burden of Diseaes Study 2010 (GBD 2010) (Lim et al., 2012)

GHO (WHO, 2008)はWHOによる健康に関する統計となっており次の URL (http://apps.who.int/gho/
data/node.main)でアクセスできる。GHOで提供されている最新の大気汚染による死亡者数の推計結
果は、2008年の屋外の大気汚染による死亡者数 (Outdoor air pollution attributable deaths)である。

GBD 2010 (Lim et al., 2012) は、米国ワシントン大学保健指標・保健評価研究所（IHME）、東京
大学大学院医学系研究科、豪州クイーンズランド大学、米国ハーバード大学公衆衛生大学院、米

国ジョンズ・ホプキンス大学 ブルームバーグ公衆衛生大学院、英国インペリアル・カレッジ、世

界保健機関（WHO）の 7 つ の機関の共同研究として 2007 年から始まった健康調査である (渋谷,
2012)。GBD 2010の調査結果は次の URL (http://ghdx.healthmetricsandevaluation.org/global-burden-
disease-study-2010-gbd-2010-data-downloads) でアクセスできる。比較対象としたデータは 2010 年
の PM2.5(Ambient particulate matter pollution)による死亡者数の推定結果である。この推定には、全球
化学輸送モデル TM5の計算結果と衛星の両方の大気汚染濃度の推定結果を組み合わせて、0.1°×0.1°
の格子解像度（赤道付近で約 11 km 格子）に配分し、地上観測の PM2.5 と結びついた濃度を使って

いる。

これらの死亡者数の比較では、中国、インドネシア、インド、日本、韓国の総死亡者数により比較

を行う。表 5.2.4に示したとおり手法毎に推計年と比較に使用した汚染物質が異なっている。そのた
め、条件が同じ比較ではないことに注意が必要である。
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表 5.2.4大気汚染の死亡者数の比較の条件
手法 推計年 比較対象汚染物質

山本 (2014) 2012 PM2.5

GHO 2008 2008 全大気汚染物質

GBD 2010 2010 PM2.5

山本 (2014)の手法により推定した結果と GHO、GBD2010による年間の死亡者数の推定結果の比
較を図 5.2.2に示した。

図 5.2.2年間の総死亡者数の推計結果の比較

山本 (2014)による推計手法は中国、インドネシア、インド、日本、韓国の全てで GHO 2008の推
計結果とほぼ同一の死亡者を推計した。しかし、GBD 2010による推計結果と比較すると、中国とイ
ンドにおいて山本 (2014)による方法が GBD 2010の推計結果の約 30 %の死亡者数を推定し、過小評
価となった。GBD 2010では大気汚染の濃度に衛星観測や現地の地上観測を使うことでより精度が高
いと想定される。実際の高濃度の大気汚染濃度を再現できなかったため本研究は GBD 2010よりも死
亡者数を低く推定したと思われる。
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第 6章 結言
本研究の成果をまとめ、今後の研究課題について述べる。

6.1 本研究の成果
副次的効果を評価に必要な大気質モデル精度の向上のために、東アジア地域をカバーする領域で

2012年 1月から 2013年 3月の期間で大気質シミュレーションを行った。このシミュレーションの中
で、以下の 3種類の条件に応じた合計 6ケースの計算を行った。

• 化学反応として CB05または SAPRC-99の選択
• 入力の排出量としてMEGANによる植生起源排出の有無
• 境界条件としてMOZARTの計算結果の有無

大気質シミュレーションに使用する気象場については、気象庁 (2013)の常時観測と日平均値を比較す
ることで気象場の計算精度を検証した。検証の結果、気温についてはモデル計算は観測の時間変動を

良好に再現した。

MEGANによる植生起源排出は、マレーシアやインドネシアといった東南アジアで排出量が多いと
いう空間分布を示し、7月に高く 1月に低いという時間分布を示した。

CMAQ による大気質シミュレーションでは、境界条件に MOZART を使用すると、CO 濃度は使
わない場合の濃度の約 10 %上昇し、PM2.5 と O3 の濃度は使わない場合の濃度の約 10 %減少した。
SO2 と NO2 については境界条件の選択による違いはなかった。化学反応では、CO、NO2、PM2.5、

SO2 では SAPRC-99と CB05の化学反応による違いがなかった。しかし、O3 については違いが見ら

れ、SAPRC-99の計算は CB05の約 4 %濃度を低く評価した。
PM2.5 と O3 の推計濃度を観測と比較すると、PM2.5 は植生排出を考慮することで観測における夏

の PM2.5 の高濃度ピークに追随した。しかし、O3 は植生排出を考慮することで観測に比べ濃度を過

大評価した。

使用したモデル群の応用として産業と家庭部門の排出源変動に対する感度解析と健康影響評価を

行った。感度解析により、SO2 は産業からの排出の感度が広範囲で年間を通して約 0.5以上と高いこ
とがわかった。一方、O3 は産業と家庭からの排出の感度が領域全体で年間を通して約 0.2 以下と低
いことがわかった。健康影響評価では、山本 (2014)の手法を使用し 2012年の PM2.5 による死亡者数

を推定した。推定の結果、2012年の合計で PM2.5 により合計 769 000人の死亡者を推定した。また、
この内半分以上の 473 000人が中国における死亡者となった。

6.2 課題
今後の検討課題について述べる。

気象場の検証

本研究ではWRFによって計算した気象場を地上観測と比較することで妥当性を検証した。し
かし、格子サイズが 80 kmと荒いことと、地上での気象条件は周囲の地形の影響を受けること
を考慮すると、地形の影響を減らすために高層気象との観測が必要である。高層気象観測とし

ては京都大学生存圏研究所 (2012) が配布しているウィンドプロファイラによる風速との比較
が可能である。地上観測での気温との比較において、計算が観測よりも過小評価になった原因

の一つとして都心の人工排熱が挙げられる。この問題を解決するためにWRFの物理オプショ
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ンについても検討が必要である。

MEGANの排出推計の検証
CMAQの計算結果と観測との比較では、MEGANによる植生排出を考慮すると O3 を観測より

も過大評価した。植生排出を加えない計算ケースのほうが観測に近い値となった。そのため、

MEGANの計算結果に問題があると思われる。本研究では MEGANの計算結果については空
間分布と時間分布の確認に留まっており、他の植生排出の推計結果との比較は行わなかった。

他の植生排出の推計としては例えば Guenther et al. (1995)によるものがある。こうした他の植
生排出の推計結果と MEGANの計算結果を比較することで植生排出の妥当性を検証すること
が必要である。MEGANの入力に使用している排出係数や LAI、PFTは全て 2000年代前半の
ものであり、これらの入力データを更新することも必要であろう。

入力排出インベントリの検討

本研究では入力の排出インベントリとしてWoo et al. (2012)が開発した SMOKE-Asiaで使わ
れていた INTEX-Bと TRACE-Pの排出インベントリを使っている。図 4.2.7に示したとおり、
排出インベントリによって国・物質毎の排出量の推計値が異なっている。今回使った排出イン

ベントリによる CMAQによる PM2.5 と O3 の濃度の観測の再現性は十分ではなかった。この

原因としては気象場の妥当性、選択した化学反応や境界条件なども考えられるが排出量インベ

ントリも重要な要因である。したがって、排出量インベントリの検討が必要である。

感度解析

本研究では、感度解析としてそれぞれ産業と家庭部門からの排出の感度を調べたが、O3 につ

いては産業と家庭の両方からの排出の感度が低かった。そのため、O3 への感度の高い部門の

特定が必要である。また、排出部門だけでなく物質や地域ごとの感度を調べることで東アジア

地域の大気質に重要な要素の解明につながると考えられるため、さらなる解析が必要である。

健康影響評価のパラメーターの検討

健康影響評価として PM2.5 による大気汚染による 2012年の死亡者数を推計し、GHOや GBD
2010と推計結果を比較した。GBD 2010の推計結果と比較した結果、本研究での死亡者数の推
計は GBD 2010の推計結果の約 30 %となり、大幅な過小評価となった。この原因の一つとし
て推計に使用する PM2.5 濃度の精度がある。GBD 2010では衛星や地上観測を使いより精度の
高い濃度分布を得ていると考えられる。健康影響の評価式で用いる、人口、死亡率、濃度反応

関数についても検討が必要である。

計算の効率化

CMAQの計算では 2012年 1月から 2013年の 3月までの 1ケースの計算を終了させるのにお
よそ 2週間かかった。また、CMAQの出力ファイルのファイルサイズの合計は 1ケースにつ
きおよそ 2 TBの容量となった。計算機資源・時間の観点から、計算時間やデータの保存、さ
らにはデータ解析にかかる時間を短縮することが必要である。これらの対策の一つとして考え

られるのは CMAQの出力ファイルのファイルサイズを小さくすることである。CMAQの出力
濃度ファイルは 1日あたり約 4 GBとなりデータにアクセスするだけでも時間がかかる。本研
究では、CMAQの計算で使用する η座標はWRFの計算で使用した η座標と同じレイヤ数を

使っている。しかし、実際に観測との比較を行ったり空間・時間の濃度分布を検討しているの

は地表面である最下層レイヤのみである。地表面の濃度に影響を及ぼさないと思われる上空で
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レイヤ数を細かくする必要がないと思われる。したがって、CMAQの計算では上空での ηの

刻みを荒くしてレイヤ数を削減することで計算結果のファイルサイズを小さくすることが可能

である。

副次的効果の検討

本研究では、副次的効果の評価に耐えうるような精度の大気質シミュレーションを行うために

排出量や化学反応について検討した。また、使用したモデル群の応用として感度解析と健康影

響評価を行った。これらの応用をさらに発展させて、大気汚染物質の排出量の将来シナリオを

想定し、各シナリオごとの大気汚染濃度と死亡者数を推定することで効果的な排出規制につい

ての検討が可能となる。大気質予測の精度を十分に確保できればこうした実践的な検討も行う

べきである。
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付録

A.1 WRFの支配方程式
WRFの支配方程式、地図投影、時間積分について説明する。

A.1.1 支配方程式
η 座標系でのWRF の基礎方程式系は式 (A.1) から式 (A.9) に示される。これらの式導出の由来式
を以下で列挙する。

• 運動方程式から式 (A.1)から式 (A.3)。
• 熱量保存式から式 (A.4)。
• 連続式から式 (A.5)。
• ジオポテンシャルの時間変化の式から式 (A.6)。
• 水蒸気や雲などの混合保存式から式 (A.7)。
• 静力学平衡の式から式 (A.8)。
• 状態方程式から式 (A.9)。

∂tU + (∇·Vu)+µdα∂x p + (α/αd )∂ηp∂xφ= FU (A.1)
∂t V + (∇·Vv )+µdα∂y p + (α/αd )∂ηp∂yφ= FV (A.2)

∂t W + (∇·Vw )－ g [(α/αd )∂ηp － µd ] = FW (A.3)
∂tΘ+ (∇·V θ) = FΘ (A.4)
∂t µd + (∇·V ) = 0 (A.5)

∂tφ+µ−1
d [(V ·∇φ)－ gW ] = 0 (A.6)

∂t Qm + (∇·Vqm ) = FQm (A.7)
∂ηϕ=−αdµd (A.8)

p = p0(Rdθm/p0αd )γ (A.9)

式 (A.1)から式 (A.9)に使われている各種変数・記号を表 A.1に掲載した。
表 A.1 WRFの支配方程式で使われる変数の一覧

項 値 意味

α 空気の比容積
αd = 1/ρd 乾燥空気の比容積
γ = cp /cv = 1.4 乾燥空気の熱容量の割合

η = (
pdh −pdht

)
/µd 地形に沿った静水圧鉛直座標

η̇ 反変鉛直流速または座標流速
θ 温位
θm = θ(1+ (Rv /Rd )v )≈θ(1+1.61qv ) 湿潤温位
Θ =µdθ 結合された温位
µ = phs −pht モデルの地表と上端の静水圧の差 (大気の質量)
µd = pdhs −pdht 乾燥空気のモデルの地表と上端の静水圧の差 (大気の質量)
ϕ = g z ジオポテンシャル高度
ω = µ̇ η̇と同じ
Ω =µd η̇ 結合された座標流速
cp = 7×Rd /2 [Jkg−1K−1] 乾燥空気の定圧比熱

cv = cp −Rd [Jkg−1K−1] 乾燥空気の定積比熱

FQm 水蒸気の強制項

FU 物理の強制項
FV 乱流混合の強制項
FW 球面投影の強制項
g = 9.81 [ms−2] 重力加速度
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p 圧力
ph 静水圧
pdh 乾燥空気の静水圧
pht、phs モデルの頂点静水圧、地上静水圧
pdht、pdhs 乾燥空気のモデルの頂点静水圧、地上静水圧
p0 = 105 [Pa] 基準圧力
qm = qv , qc , qi , ... 一般的な水分の混合比
qv , qc , qi 水蒸気、雲、雨、氷の混合比 (乾燥空気質量あたりの質量)
Qm = µd qm 一般的な結合された水分変数
Rd = 287 [Jkg−1 K−1] 乾燥大気の気体定数
Rv = 461.6 [Jkg−1 K−1] 湿潤大気の気体定数
t 時間
u x 方向の流速の水平成分
U x 方向の結合された流速の水平成分
v y 方向の流速の水平成分
v = (u, v, w) 3次元流速ベクトル
V y 方向の結合された流速の水平成分
V =µd v 3次元の結合された流速ベクトル
w 流速の鉛直成分
W 結合された流速の鉛直成分
z 高さ

A.1.2 地図投影
ARWソルバは以下の 4つの地図投影をサポートする。

1. Lambert conformal
2. polar stereographic
3. Mercator
4. latitude-longitude projection

これらの地図投影は Haltiner and Williams (1980)で説明されている。
ARWの計算空間で、∆x と ∆y は一定である。直行投影は、地図投影の格子点間の物理的な距離が

格子の位置で異なる必要がある。支配方程式を変換するために、地球表面上での距離と一致と一致し

た計算空間の距離の比率として、マップスケールファクターmx とmy が定義される。

(
mx ,my

)= (
∆x,∆y

)
distance on the earth

(A.10)

ARWソルバは運動量変数 U ,V ,W を以下のように再定義することで支配方程式にマップスケール

ファクターを含んでいる。

U = µd u/my , V = µd v/mx , W = µd w/my , Ω= µd η̇/my

A.1.3 時間積分
ARWソルバでは時間積分に対して、3次精度の Runge-Kuttaスキームを使う。
Wicker and Skamarock (2002)で詳しく説明される 3次精度の Runge-Kuttaスキームは、predictor-

corrector formulationを使って常微分方程式の組を積分する。
Φ= (U ,V ,W,Θ,φ′,µ′Qm)としての ARWソルバの予報変数と、Φ(t ) = R(Φ)としてのモデル式を定

義すると、3次精度の Runge-Kutta積分は Φ(t )から Φ(t +∆t )へ解を進めるために、次の 3ステップ
をとる。
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Φ* =Φt + ∆t

3
R(Φt ) (A.11)

Φ∗∗ =Φt + ∆t

2
R(Φ∗) (A.12)

Φt+∆t =Φt +∆tR(Φ**) (A.13)

ここで、∆t はモデルの時間ステップである。式 (A.13)から式 (A.13)で上付き添字は時間のレベル
を示す。
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